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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一つの添加剤部分、及び少なくとも一つのハイパーブランチ状又は樹状ポリ
マー部分を含む永久又は表面活性ハイパーブランチ状又は樹状安定剤であって、
　式（Ｉ）
【化１】

（式中、
　ｘ及びｙは、互いに独立して、１以上を表わし、
　ｚは、１ないし５を表わし、
　Ｌは、－ＯＣＯ－もしくは－ＣＯＯ－を表わすか、又は、基－ＯＣＯ－もしくは－ＣＯ
Ｏ－を含むヒドロカルビレン基を表わし、
　添加剤部分は、抗酸化剤、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン光安定剤、ヒドロキシルア
ミン安定剤、ニトロン安定剤、酸化アミン安定剤、ベンゾフラノン安定剤及び有機燐安定
剤の部分からなる群から選択され、
　ハイパーブランチ状又は樹状ポリマー部分は、ジメチロールプロピオン酸及びα，α－



(2) JP 4288466 B2 2009.7.1

10

20

30

40

50

ビス（ヒドロキシメチル）酪酸から選択される多官能性モノマーを含む。）で表わされる
ハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマーであるところの安定剤。
【請求項２】
　（ｉ）熱、光又は酸化の有害な影響を受けやすい有機物質、及び
　（ｉｉ）請求項１に記載の安定剤の安定化有効量
を含む安定化された組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマーに化学的に結合し
ている既知のポリマー添加剤部分を含む新規添加剤に関する。本発明はまた、両親媒性コ
ポリマーに化学的に結合している既知のポリマー添加剤部分を含む新規添加剤にも関する
。新規添加剤は、有機支持体中で優れた耐久性（永続性)及び高い表面親和性を示し、か
つ、例えば、天然又は合成ポリマー、記録媒体及びインクに有用である。
【背景技術】
【０００２】
　ランダムハイパーブランチ状ポリマーは既知である。ハイパーブランチ状ポリマーは、
枝分れを導入し得る少なくとも一つの多官能性モノマーの存在下でのモノマーのランダム
重合から得られる。そのような合成計画は、“Ｓｔｅｐ－ＧｒｏｗｔＨ　Ｐｏｌｙｍｅｒ
ｓ　ｆｏｒ　ＨｉｇＨ－Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ：Ｎｅｗ　Ｓｙｎ
ｔＨｅｔｉｃ　ＭｅｔＨｏｄｓ，”Ｈｅｄｒｉｃｋ，Ｊ．Ｌ．及びＬａｂａｄｉｅ，Ｊ．
Ｗ．，Ｅｄｓ．，Ａｍ．ＣＨｅｍ．Ｓｏｃ．，ワシントンＤ．Ｃ．，１９９６，１９１な
いし１９３頁中でＨａｗｋｅｒ及びＤｅｖｏｎｐｏｒｔにより示される。“Ａｄｖａｎｃ
ｅｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，”１４３巻（１９９９）、Ｒｏｏｖｅｒ
ｓ，Ｊ．，Ｅｄ．，Ｓｐｒｉｎｇｅｒ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，１ないし３４頁中でＨｕｌｔ
他は、ハイパーブランチ状ポリマーの総覧をしている。
【非特許文献１】“Ｓｔｅｐ－ＧｒｏｗｔＨ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　ｆｏｒ　ＨｉｇＨ－Ｐ
ｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ：Ｎｅｗ　ＳｙｎｔＨｅｔｉｃ　ＭｅｔＨｏ
ｄｓ，”Ｈｅｄｒｉｃｋ，Ｊ．Ｌ．及びＬａｂａｄｉｅ，Ｊ．Ｗ．，Ｅｄｓ．，Ａｍ．Ｃ
Ｈｅｍ．Ｓｏｃ．，ワシントンＤ．Ｃ．，１９９６，１９１ないし１９３頁中，Ｈａｗｋ
ｅｒ及びＤｅｖｏｎｐｏｒｔ
【非特許文献２】“Ａｄｖａｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，”１４
３巻（１９９９）、Ｒｏｏｖｅｒｓ，Ｊ．，Ｅｄ．，Ｓｐｒｉｎｇｅｒ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒ
ｋ，１ないし３４頁中，Ｈｕｌｔ他
【０００３】
　米国特許第３，４４１，９５３号明細書は、ある種の立体障害ジヒドロキシカルボン酸
の別個のエステルが望ましい特性を有し、そしてそれは柔軟剤、滑剤、湿潤及び再湿潤剤
及び繊維助剤として使用され得、また繊維材料に改善された柔軟性、スコーチ耐性、湿潤
性及び再湿潤性、静電制御、滑性、引張及び引裂強さ及び縫合性のような特性を与えるこ
とを教示している。ポリエチレングリコール（ＰＥＧ）がジメチロールプロピオン酸（２
，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸又はＢＭＰＡ）と反応してＢＭＰＡのＰＥ
Ｇモノエステルを形成する例が与えられる。このジオール－エステルはその後、牛脂脂肪
酸と反応して牛脂脂肪酸ジエステルを形成する。事実、第１段階においては、別固のＰＥ
Ｇ－ＢＭＰＡモノエステルは形成されないが、いくつかのハイパーブランチ状化が起こり
得、その結果、ハイパーブランチ状ポリエステルが得られると考えられている。
【特許文献１】米国特許第３，４４１，９５３号明細書
【０００４】
種々の基を用いたハイパーブランチ状ポリマーの官能化又は末端キャップ化は既知である
。
【０００５】
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　国際特許公開第９７／２３５３８号公報及び米国特許第５，９９０，２６０号明細書は
、非常に枝分れしたエポキシド官能性及びアルケニル官能性ポリエステルをそれぞれ開示
している。該ポリエステルはジ、トリ、又はポリヒドロキシ官能性モノカルボン酸モノマ
ーを自己縮合することにより調製され、そして前記ポリエステルは少なくとも一つのカル
ボキシル基及び多数のヒドロキシ基を含む。ポリエステルは、エポキシド官能性を導入す
る為にエピクロロヒドリンのような化合物を含むエポキシド含有化合物又は酸化性不飽和
を含む化合物と反応させる。同様に、前記ポリステルは、アルケニル官能性を導入する為
にアリル又はアクリル基を含む化合物と反応させる。
【特許文献２】国際特許公開第９７／２３５３８号公報
【特許文献３】米国特許第５，９９０，２６０号明細書
【０００６】
　米国特許第３，６６９，９３９号明細書は、ポリヒドロキシモノカルボン酸、例えばジ
メチロールプロピオン酸の、非常に枝分れした自己縮合物を開示している。モノカルボン
酸は縮合反応において存在し得る。生じた樹脂は塗料組成物において有益である。
【特許文献４】米国特許第３，６６９，９３９号明細書
【０００７】
　米国特許第５，１３６，０１４号公報は、ジオール又はジカルボン酸を用いて化学的に
キャップされたか、架橋されたか、又は共重合されたハイパーブランチ状ポリエステルポ
リマー及びコポリマーを開示している。適切なキャッピング剤は無水物、アシルクロリド
、イソシアネート及びベンジルイソチオシアネートを含む。
【特許文献５】米国特許第５，１３６，０１４号明細書
【０００８】
　ＳｃＨｍａｌｊｏＨａｎｎ他．，Ｐｏｌｙｍｅｒｉｃ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｓｃｉｅ
ｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ，７７巻（１９９７），１７３頁は、２，２－
ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸の自己縮合に基づくハイパーブランチ状芳香族ポ
リエステル及びハイパーブランチ状ポリエステルが、炭素原子数２ないし１８のアルキル
酸クロリドにより官能化され得、両親媒性特性を有するハイパーブランチ状ポリエステル
を生じることを開示している。
【非特許文献３】ＳｃＨｍａｌｊｏＨａｎｎ他．，Ｐｏｌｙｍｅｒｉｃ　Ｍａｔｅｒｉａ
ｌｓ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ，７７巻（１９９７），１７３
頁
【０００９】
　非常に枝分れした樹枝状ポリマーは、例えば“Ｐｏｌｙｍｅｒｉｃ　Ｍａｔｅｒｉａｌ
ｓ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ，”５巻（１９９６），Ｊ．Ｃ．Ｓａｌａｍｏｎｅ，Ｅｄ
．，ＣＲＣ　Ｐｒｅｓｓ，ニューヨーク，３０４９ないし３０５３頁で論じられるように
周知である。樹枝状ポリマーは非直線状構造物であり、そして本質的に球形である。別個
の、段階合成法が非常に枝分れした純粋な化合物、又はデンドリマーを調製する為に使用
される。“Ｓｔｅｐ－ＧｒｏｗｔＨ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　ｆｏｒ　ＨｉｇＨ－Ｐｅｒｆｏ
ｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ：Ｎｅｗ　ＳｙｎｔＨｅｔｉｃ　ＭｅｔＨｏｄｓ，”
Ｈｅｄｒｉｃｋ，Ｊ．Ｌ．及びＬａｂａｄｉｅ，Ｊ．Ｗ．，Ｅｄｓ．，Ａｍ．ＣＨｅｍ．
Ｓｏｃ．，ワシントンＤ．Ｃ．，１９９６，１８６ないし１９６頁中でＨａｗｋｅｒ及び
Ｄｅｖｏｎｐｏｒｔが論じているように、高分子が厳密な幾何学的パターンにしたがう非
常に規則的な枝分れを有する場合、その高分子はデンドリマーである。デンドリマーは、
典型的に単分散でありそして各々の段階での精製を併う多段階法において調製される。
【非特許文献４】“Ｐｏｌｙｍｅｒｉｃ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉ
ａ，”５巻（１９９６），Ｊ．Ｃ．Ｓａｌａｍｏｎｅ，Ｅｄ．，ＣＲＣ　Ｐｒｅｓｓ，ニ
ューヨーク，３０４９ないし３０５３頁
【非特許文献５】“Ｓｔｅｐ－ＧｒｏｗｔＨ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　ｆｏｒ　ＨｉｇＨ－Ｐ
ｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ：Ｎｅｗ　ＳｙｎｔＨｅｔｉｃ　ＭｅｔＨｏ
ｄｓ，”Ｈｅｄｒｉｃｋ，Ｊ．Ｌ．及びＬａｂａｄｉｅ，Ｊ．Ｗ．，Ｅｄｓ．，Ａｍ．Ｃ
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Ｈｅｍ．Ｓｏｃ．，ワシントンＤ．Ｃ．，１９９６，１８６ないし１９６頁中，Ｈａｗｋ
ｅｒ及びＤｅｖｏｎｐｏｒｔ
【００１０】
　デンドリマーの構造はまた、“Ａｄｖａｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎ
ｃｅ，”１４２巻（１９９９）、Ｒｏｏｖｅｒｓ，Ｊ．，Ｅｄ．，Ｓｐｒｉｎｇｅｒ，ニ
ューヨーク，１７９ないし２２８頁中でＲｏｏｖｅｒｓ及びＣｏｍａｎｉｔａにより論じ
られている。デンドリマーは、分子の対称の中心を定義する内殻分子、及び枝分れ層から
なる。Ｔｏｍａｌｉａ他は、Ａｎｇｅｗ．ＣＨｅｍ．Ｉｎｔ．Ｅｄ．Ｅｎｇ．，２９（１
９９０），１３８ないし１７５頁中で、開始剤内殻及び枝分れ基からなる“スターバース
ト（ｓｔａｒｂｕｒｓｔ）” デンドリマーを開示している。
【非特許文献６】“Ａｄｖａｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，”１４
２巻（１９９９）、Ｒｏｏｖｅｒｓ，Ｊ．，Ｅｄ．，Ｓｐｒｉｎｇｅｒ，ニューヨーク，
１７９ないし２２８頁，Ｒｏｏｖｅｒｓ及びＣｏｍａｎｉｔａ
【非特許文献７】Ｔｏｍａｌｉａ，Ａｎｇｅｗ．ＣＨｅｍ．Ｉｎｔ．Ｅｄ．Ｅｎｇ．，２
９（１９９０），１３８ないし１７５頁
【００１１】
　枝分れがランダム及び不規則でありそしてそれゆえ単分散ではない場合、ハイパーブラ
ンチ状高分子が生じる。そのようなハイパーブランチ状高分子中には多数の失敗配列が存
在する。Ｍａｌｍｓｔｒｏｅｍ他によりＭａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，２８巻（１９９
５），１６９８ないし１７０３頁に論じられているように、ハイパーブランチ状材料は、
直線状及び完全に枝分れしたＡＢＸ反復単位を含みそして均一に至らない分岐度を有する
。理想的な樹枝状物質は均一の分岐度を有する。
【非特許文献８】Ｍａｌｍｓｔｒｏｅｍ他，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，２８巻（１
９９５），１６９８ないし１７０３頁
【００１２】
　国際特許公開第９９／００４３９号公報及び国際特許公開第９９／００４４０号公報に
おいて、デンドリマーは非常に対称的である一方、ハイパーブランチ状の及び／又は樹枝
状のものとして示される類似の高分子はある程度の不斉を有するがそれでもなお、非常に
枝分れした樹木様構造を維持していることを教示している。
【特許文献６】国際特許公開第９９／００４３９号公報
【特許文献７】国際特許公開第９９／００４４０号公報
【００１３】
　米国特許第５，４１８，３０１号明細書は、ポリエステル基盤の樹枝状の高分子及び慣
用のポリエステルアルキド樹脂に対する代わりとしてのそれらの使用を教示している。樹
枝状高分子は、対称の中心開始剤分子又は開始剤ポリマー及び１個のカルボキシル基と２
個のヒドロキシル基を有するモノマー連鎖延長剤から成り立ち、及び所望により連鎖停止
剤でキャップされている。ここで記載されている高分子は段階的方法において調製される
。例示される中心開始剤分子はジトリメチロールプロパン、トリメチロールプロパン及び
エトキシ化ペンタエリトリトールである。中心開始剤化合物は、ポリエチレングリコール
又はポリプロピレングリコールのようなアルコキシレートポリマー、並びにポリテトラヒ
ドロフランであり得ることが示唆されている。
【特許文献８】米国特許第５，４１８，３０１号明細書
【００１４】
　米国特許第５，６６３，２４７号明細書は、中心核、少なくとも３個の反応部位を有す
るモノマー又はポリマー連鎖延長剤及び所望により連鎖停止剤を含む樹枝状又は近樹枝状
ハイパーブランチ状ポリエステル基盤の高分子を開示している。中心核は少なくとも１個
の反応性エポキシド基を有するエポキシド化合物である。連鎖延長剤は少なくとも１個の
ヒドロキシル基及び少なくなくともカルボキシル基又はエポキシ基を有する。連鎖延長剤
は例えば、ジメチロールプロピオン酸であり得る。上記の例は、段階的な調製を使用しそ
して核としてビスフェノールＡ－ジグリシジルエーテル及びトリグリシジルイソシアヌレ
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ートを使用する。
【特許文献９】米国特許第５，６６３，２４７号明細書
【００１５】
　国際特許公開第９６／１３５５８号公報は、少なくとも一つの不飽和モノマー及び少な
くとも一つの不飽和ポリエステルを含む結合剤組成物を開示している。不飽和ポリエステ
ルは、核、連鎖延長剤、及び連鎖停止剤を含んでいる樹枝状又はハイパーブランチ状高分
子である。核は少なくとも１個の反応性ヒドロキシル基又はエポキシド基を有する。連鎖
延長剤は少なくとも２個の反応性ヒドロキシル基及び少なくとも１個の反応性カルボキシ
ル基を有する。ポリエステル中の不飽和は、連鎖停止剤をとおして導入される。ポリエス
テルの調製の為の段階的方法が開示されている。例示されたポリエステルはエトキシ化ペ
ンタエリトリトールの核から調製される。
【特許文献１０】国際特許公開第９６／１３５５８号公報
【００１６】
　国際特許公開第９６／１９５３７号公報は、熱硬化性樹脂中への官能化されたポリエス
テル樹枝状又はハイパーブランチ状の高分子の配合による増加された靭性を有する複合材
料のような熱硬化性材料を開示している。ポリエステル高分子は、少なくとも一つの第一
又は第二の反応部位を含む。高分子は、少なくとも１個の反応性エポキシド基又はヒドロ
キシル基を有する核、少なくとも２個の反応性ヒドロキシル基及び少なくとも１個の反応
性カルボキシル基を有する連鎖延長剤及び連鎖停止剤から成り立つ。反応部位は連鎖停止
により導入される。開示されたポリエステルは段階的方法において調製される。例示され
たポリエステルはペンタエリトリトールペンタエトキシレートの核から調製される。
【特許文献１１】国際特許公開第９６／１９５３７号公報
【００１７】
　国際特許公開第９７／４９７８１号公報は、少なくとも一つの連鎖停止された樹枝状又
はハイパーブランチ状ポリエステル高分子及び冷媒からなる滑剤を含む冷却作動液を開示
している。ポリエステルは核、連鎖延長剤及び連鎖停止剤からなる。核はモノ、ジ、トリ
、又は多官能性アルコール又はエポキシドである。連鎖延長剤はヒドロキシ官能性カルボ
ン酸でありそして連鎖停止剤は脂肪族カルボン酸である。例示された末端キャップされた
ハイパーブランチ状ポリエステルはネオペンチルグリコール又はトリメチロールプロパン
のどちらかを核とした段階的方法において調製される。
【特許文献１２】国際特許公開第９７／４９７８１号公報
【００１８】
　国際特許公開第９７／４５４７４号公報は、ハイパーブランチ樹枝状ポリエステル高分
子にグラフト化された熱可塑性ポリマーを開示している。ポリエステル高分子は核、連鎖
延長剤及び所望による連鎖停止剤からなる。核は少なくとも１個の反応性エポキシド、ヒ
ドロキシル、カルボキシル又は無水基を有する。連鎖延長剤は、少なくとも１個がヒドロ
キシル基であり及び少なくとも１個がカルボキシル又は無水基である少なくとも３個の反
応性基を有する。所望による連鎖停止剤は例えば、脂肪族カルボン酸であり得る。例示さ
れるハイパーブランチ樹枝状ポリエステルは、核としてペンタエリトリトールペンタエト
キシレートを用いた段階的方法にしたがって調製される。
【特許文献１３】国際特許公開第９７／４５４７４号公報
【００１９】
　国際特許公開第９９／００４３９号公報は、ハイパーブランチ樹枝状ポリエステルアル
コールの調製方法を開示している。ポリエステルアルコール（ポリマー状ポリアルコール
又はポリオール）は対称性又は近対称性の非常に枝分れした構造を有する。ポリマー性ポ
リアルコールは、１個又はそれ以上の反応性基を有する開始剤分子、及び２個がヒドロキ
シル基でありそして１個が開始剤分子及び／又はヒドロキシル基と反応性である３個の官
能基を有する枝分れ連鎖延長剤分子からなる。枝分れ連鎖延長剤の２個のヒドロキシル基
は添加の間にアセタール保護される。例えば、脱保護及びその後のアセタール保護された
連鎖延長剤のもう一つの世代の添加等は非常に枝分れした対称性デンドリマーをもたらす
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。国際特許公開第９９／００４４０号公報は、同様のポリマー性ポリアルコールの調製に
対する類似の方法を開示している。２段階の収束性合成が教示され、該合成においては核
（開始剤分子）が１個又はそれ以上のヒドロキシル又はエポキシド基を有している。枝分
れ連鎖延長剤分子は２個がヒドロキシル基でありそして１個がカルボキシル基である３個
の官能基を有する。枝分れ世代は最初に、ケタール保護された連鎖延長剤及びカルボキシ
ル保護された連鎖延長剤から、そして脱保護／その後の反応段階から調製される。カルボ
キシル基を脱保護した後、調製された枝分れはその後核分子に結合される。米国特許第５
，０４１，５１６号明細書は、ポリ芳香族エーテル及びポリアミドデンドリマーの調製の
為の段階的に“収束的な”方法を開示している。
【特許文献１４】国際特許公開第９９／００４３９号公報
【特許文献１５】国際特許公開第９９／００４４０号公報
【特許文献１６】米国特許第５，０４１，５１６号
【００２０】
　直線状ポリマー－デンドリマーハイブリッドは既知である。　　　　　　　　
【００２１】
　国際特許公開第９３／２１２５９号公報は、バーベル（ｂａｒｂｅｌｌｓ）、カイト（
ｋｉｔｅｓ）、トリブロック（ｔｒｉｂｌｏｃｋｓ）及びノット（ｋｎｏｔ）形をした分
子のような特定の形の樹枝状高分子及びそれらの段階的調製方法を開示している。これら
特定の形の高分子の幾つかは、ポリアルキルエーテル又はポリスチレンのような直線状ポ
リマーの配合を用いた段階的方法により調製され得る。独特の反応部位を有する樹枝状ポ
リマー基が米国特許第５，０４１，５１６号明細書に開示されるとおりの収束的な成長の
方法により好ましく調製される。例の全ては米国特許第５，０４１，５１６号明細書、Ｊ
．Ａｍ．ＣＨｅｍ．Ｓｏｃ．１１２（１９９０），７６３８ないし７６４７頁及びＪ．Ｃ
Ｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｐｅｒｋｎ　Ｔｒａｎｓ．Ｉ（１９９１），１０５９ないし１０７６頁
に記載されるとおりの収束的方法により調製される真のデンドリマーであるポリ芳香族エ
ーテルを用いて実施される。特別に形造られた化合物の、表面変性及び相溶化を含む広範
囲な可能な用途が構想される。Ａｄｖａｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃ
ｅ，”１４２巻（１９９９）、Ｒｏｏｖｅｒｓ，Ｊ．，Ｅｄ．，Ｓｐｒｉｎｇｅｒ，Ｎｅ
ｗ　Ｙｏｒｋ，２１１ないし２１６頁中でＲｏｏｖｅｒｓ及びＣｏｍａｎｉｔａは、類似
のハイブリッド高分子を開示している。官能性デンドリマー（ｄｅｎｄｒｉｍｅｒ）が、
ハイブリッドを形成する為に直線状ポリマーと反応される。
【特許文献１７】国際特許公開第９３／２１２５９号公報
【特許文献１８】米国特許第５，０４１，５１６号明細書
【非特許文献９】Ｊ．Ａｍ．ＣＨｅｍ．Ｓｏｃ．１１２（１９９０），７６３８ないし７
６４７頁
【非特許文献１０】Ｊ．ＣＨｅｍ．Ｓｏｃ．Ｐｅｒｋｎ　Ｔｒａｎｓ．Ｉ（１９９１），
１０５９ないし１０７６頁
【非特許文献１１】Ａｄｖａｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，”１４
２巻（１９９９）、Ｒｏｏｖｅｒｓ，Ｊ．，Ｅｄ．，Ｓｐｒｉｎｇｅｒ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒ
ｋ，２１１ないし２１６頁，Ｒｏｏｖｅｒｓ及びＣｏｍａｎｉｔａ
【００２２】
　ポリマーの表面特性をもたらすポリアルキレンオキシドポリマーの使用は既知である。
【００２３】
　Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　２５巻（１９９２），６３６ないし６４３頁中でＢｅ
ｒｇｂｒｅｉｔｅｒ及びＳｒｉｎｉｖａｓは、高密度ポリエチレンの表面を変性する為の
“閉じ込め官能化（ｅｎｔｒａｐｍｅｎｔ　ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌｉｚａｔｉｏｎ）”法
を開示している。ポリエチレンとポリ（エチレングリコール）のブロックコオリゴマーが
調製されそして未使用ポリエチレンと良く混合される。この混合物から調製されたポリマ
ーフィルムの分析は、ポリ（エチレングリコール）単位が本来フィルムの最外層になるこ
とを示している。
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【非特許文献１２】Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　２５巻（１９９２），６３６ないし
６４３頁，Ｂｅｒｇｂｒｅｉｔｅｒ及びＳｒｉｎｉｖａｓ
【００２４】
　米国特許第５，２１７，５７３号明細書は、２個の親油基及び１個の親水基を有する界
面活性剤の存在下でのアルカリ洗浄及び浮遊選択による紙からのレーザープリンター及び
ゼログラフィートナー、インク等を除去する方法を教示している。親油基はロジン酸から
誘導されそして親水基はポリエチレングリコールから誘導される。
【特許文献１９】米国特許第５，２１７，５７３号明細書
【００２５】
　米国特許第５，４６４，６９１号明細書は、ポリオレフィンの表面エネルギーを変性す
る為の両親媒性樹脂の使用を開示している。両親媒性樹脂は炭化水素部分及び極性部分か
らなる。炭化水素部分は例えば、長鎖脂肪族カルボン酸から誘導されそして極性部分はテ
レケリックジオール、例えばポリエチレングリコールから誘導される。
【特許文献２０】米国特許第５，４６４，６９１号明細書
【００２６】
　米国特許第５，７２１，３２２号明細書は、トリブロックコポリマーの配合による非極
性ポリマー材料、特にポリオレフィン及びポリスチレンの表面活性を増加させる方法を開
示している。トリブロックコポリマーは、ホストポリマーと相溶性のある二つの部分、例
えば長鎖脂肪族基を有する。中央の部分はポリエピクロロヒドリンテロマーから誘導され
る。
【特許文献２１】米国特許第５，７２１，３２２号明細書
【００２７】
　米国特許第５，２４０，９８５号明細書；米国特許第５，２７２，１９６号明細書；米
国特許第５，２８１，４３８号明細書及び米国特許第５，３２８，９５１号明細書は、ポ
リオレフィンの表面エネルギーを増加させる為の両親媒性体の使用を開示している。両親
媒性体は中心の親水性成分及び二つの親油性成分からなる。親水性成分は、例えばポリグ
リコールから誘導されそして親油性成分は例えば脂肪酸から誘導される。
【特許文献２２】米国特許第５，２４０，９８５号明細書
【特許文献２３】米国特許第５，２７２，１９６号明細書
【特許文献２４】米国特許第５，２８１，４３８号明細書
【特許文献２５】米国特許第５，３２８，９５１号明細書
【００２８】
　国際特許第９７／１２８８２号明細書は、３，５－ジヒドロキシ安息香酸の自己縮合生
成物及び４－ヒドロキシフェニルメチルカルビノールベンゾトリアゾールの反応生成物を
含む高分子量ベンゾトリアゾールを開示している。米国特許第６，１１４，４８９号明細
書は、官能性部分を有するハイパーブランチ状ポリマーを論じている。国際特許第９８／
４４０２４号明細書は、抗酸化剤としてのある一定のハイパーブランチ状ポリマーの使用
を論じている。
【特許文献２６】国際特許第９７／１２８８２号明細書
【特許文献２７】米国特許第６，１１４，４８９号明細書
【特許文献２８】国際特許第９８／４４０２４号明細書
【００２９】
　米国特許第５，７７７，１２９号明細書は、ハイパーブランチ状ポリマーを開示してい
る。国際特許第０１／７４９４６号明細書は、樹状添加剤を開示している。
【特許文献２９】米国特許第５，７７７，１２９号明細書
【特許文献３０】国際特許第０１／７４９４６号明細書
【００３０】
　ポリマー添加剤は、当業者に既知である。それらは、例えば、立体障害性フェノール系
抗酸化剤のような抗酸化剤、ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール、ヒドロキシフェニ
ルトリアジン及びヒドロキシベンゾフェノンのような紫外線吸収剤（ＵＶＡ’ｓ）、立体
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障害性アミン光安定剤（ＨＡＬＳ）、ヒドロキシルアミン安定剤、アミンオキシド安定剤
、ベンゾフラノン安定剤及び有機燐安定剤である。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【００３１】
　本発明の対象は、ハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマーに化学的に
結合していることによって改善された性能及び／又は表面親和性を有するポリマー安定剤
である。本発明の他の対象は、両親媒性コポリマーに化学的に結合していることによって
改善された性能及び／又は表面親和性を有するポリマー安定剤である。既知のポリマー添
加剤部分及び適当な反応性部位を含む化合物は、ハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマ
ー又はコポリマー、もしくは両親媒性コポリマーに、縮合又は他の化学反応によって結合
される。
【００３２】
　本発明の更なる対象は、ここで開示される新規プラスチック添加剤を調製するための方
法である。
【００３３】
　本発明の更なる対象は、熱、光又は酸化の有害な影響による分解を受けやすい安定化さ
れた組成物であり、そして該組成物は、ここで開示される新規ポリマー状安定剤の安定化
有効量を含む。
【００３４】
　少なくとも一つのポリマー添加剤部分、及び少なくとも一つのハイパーブランチ状もし
くは樹状ポリマー部分を含む永久及び／又は表面活性ハイパーブランチ状もしくは樹状ポ
リマー安定剤が開示される。
【００３５】
　少なくとも一つのポリマー添加剤部分、及び少なくとも一つの両親媒性コポリマー部分
を含む永久及び／又は表面活性両親媒性ポリマー安定剤も開示される。
【００３６】
　特に、本発明は、式（I）

【化５】

（式中、ｘ及びｙは、互いに独立して、１以上を表わし、
ｚは、１ないし５を表わし、
Ｌは、互いに独立して直接結合又は化学結合基を表わす。）で表わされる新規ハイパーブ
ランチ状もしくは樹状安定剤であるが、但し、３，５－ジヒドロキシ安息香酸の自己縮合
生成物及び４－ヒドロキシフェニルメチルカルビノールベンゾトリアゾールの反応生成物
は除く安定剤を開示している。
【００３７】
　本発明はまた、式（ＩＩ）

【化６】
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（式中、ｔ、ｕ及びｖは、独立して１以上を表わし、
Ｌは、互いに独立して直接結合又は化学結合基を表わす。）で表わされる新規両親媒性安
定剤も開示している。
【００３８】
　変数ｔ、ｕ及びｖは、例えば、独立して１、２、３又は４である。
【００３９】
　添加剤部分は、例えば、独立して、抗酸化剤、紫外線吸収剤、立体障害性アミン光安定
剤、ヒドロキシルアミン安定剤、ニトロン安定剤、アミンオキシド安定剤、ベンゾフラノ
ン安定剤及び有機燐安定剤部分からなる群から選択される。
【００４０】
　記号ｘ、ｙは、独立して例えば、１ないし２００、１ないし１００、１ないし５０、例
えば１ないし２５、１ないし１０又は１ないし５を表わし得る。
【００４１】
　記号ｚは、例えば、１、２、３又は４を表わす。特に、ｚは１又は２を表わす。
【００４２】
　本発明の目的のため、また当該技術で理解される通り、用語“部分”は、それが大きな
化合物の部分を表わす場合、例えば、式（Ｉ）で表わされる化合物の部分を表わす場合、
化学官能基を意味する。例えば、用語“ハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコ
ポリマー部分”は、式（Ｉ）のハイパーブランチ状又は樹状部分を指す。同様に、用語“
添加剤部分”は、ポリマー添加剤機能を有する式（Ｉ）で表わされる化合物の部分を指す
。ポリマー添加剤機能は、例えば、抗酸化剤、紫外線吸収剤、光安定剤、加工安定剤等機
能を意味する。
【００４３】
　化学結合基Ｌは、例えば、あらゆる二価の結合基を表わし得る。結合基は、例えば、エ
ステル基、アミド基及び他の一般の二価の基、例えば、－ＯＣＯ－、－ＣＯＯ－、－Ｏ－
、－ＣＯＮＨ－、－ＣＯＮＲ－、－ＮＨＣＯ－、－ＮＲＣＯ－、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－
ＮＲ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ2－、－ＣＳＯ－、－ＣＯＳ－、－ＣＳＳ－であり、
ここでＲは、ヒドロカルビル基を表わす。結合基Ｌが、－ＯＣＯ－又は－ＣＯＯ－を表わ
すか、もしくは－ＯＣＯ－又は－ＣＯＯ－を含むヒドロカルビレン基を表わすものが特に
興味深い。
【００４４】
　結合基Ｌはまた、上記エステル基、アミド基等の一つを含む二価のヒドロカルビレン基
も表わし得る。
【００４５】
　用語“ヒドロカルビル基”は、その原子価が炭素原子からの水素原子の引き抜きによっ
て誘導される一価の炭化水素基を広く指す。ヒドロカルビル基は、例えば、（直鎖及び枝
分かれ鎖の）脂肪族炭化水素基、脂環式炭化水素基、芳香族炭化水素基及びアラルキル基
、アルキルアリール基、アルキニル基、シクロアルキニル基のような混合基を含む。ヒド
ロカルビル基は、アルキル基、シクロアルキル基、アリール基、アラルキル基、アルキル
アリール基、アルケニル基、及びシクロアルケニル基等の基を含む。ヒドロカルビル基は
また、所望により、カルボニル基、カルボキシル基、アミノ基、アミド基、チオ基、スル
ホキシド基、スルホニル基及びエーテル基によって中断及び／又は所望により、ヒドロキ
シ基、アミノ基、アミド基、カルボキシル基及びチオ基によって置換され得る。
【００４６】
　用語“ヒドロカルビレン基”は、両方の原子価が炭素原子からの水素原子の引き抜きに
よって誘導されるあらゆる二価の炭化水素基を広く指す。ヒドロカルビル基のためにここ
で示したものと同様の基、もちろん、余分の原子価を有する基、例えば、アルキレン基、
アルケニレン基、アリーレン基、アルキルアリール基等が、ヒドロカルビレン基の定義の
範囲内に含まれる。
【００４７】
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　ここで定義されたヒドロカルビレン基はまた、ポリマー状又はオリゴマー状ポリマー添
加剤部分として従来技術で既知のあらゆるポリマー状又はオリゴマー状主鎖（非ハイパー
ブランチ状及び非樹状）でもあり得る。例えば、トリアジン含有ポリマー状主鎖は、市販
の立体障害性アミン化合物、例えば、チマソルブ (登録商標：ＣＨｉｍａｓｓｏｒｂ)９
４４の一部である。
【００４８】
　本発明はまた、式（ａ）
【化７】

で表わされる添加剤化合物を
完全に形成されたハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマー、
部分的に形成されたハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマー、又は、ハ
イパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマーの成分を反応させることからなる
、式（Ｉ）

【化８】

で表わされる化合物の調製方法（上記式において、
ｘ及びｙは、互いに独立して、１以上を表わし、
ｚは、１ないし５を表わし、
Ｌは、互いに独立して直接結合又は化学結合基を表わし、
ｐ及びｑは、独立して、１以上を表わし、
Ｇは、独立して、反応性官能基（ＲＦＧ）もしくは少なくとも一つの反応性官能基を含む
ヒドロカルビレン基を表わす。)にも関する。
【００４９】
　式（ａ）で表わされるポリマー添加剤化合物は、例えば、抗酸化剤、紫外線吸収剤、立
体障害性アミン光安定剤、ヒドロキシルアミン安定剤、ニトロン安定剤、アミンオキシド
安定剤、ベンゾフラノン安定剤及び有機燐安定剤部分からなる群から選択される添加剤機
能部分を含む。
【００５０】
　反応性官能基（ＲＦＧ）は、例えば、－ＯＨ、－ＮＨＲ、－ＮＨ2、－ＳＨ、－ＳＯ2Ｈ
、－ＣＯ2Ｈ、－ＣＯ2Ｒ、－ＣＯＸ、－ＣＳＯＨ、－ＣＯＳＨ、－ＣＳ2Ｈ、－ＮＣＯ、
エポキシ基、エポキシエーテル基、エポキシエステル基又はＸであり得り、ここでＸはＣ
ｌ、Ｂｒ又はＩを表わし、及びＲはヒドロカルビル基を表わす。
【００５１】
　好ましくは、式（Ｉ）で表わされる安定剤において、ｘは、１より大きく、かつ２つの
異なる添加剤部分からなる。
【００５２】
　興味深いものは、２つの異なる添加剤部分が、紫外線吸収剤及び立体障害性アミン光安
定剤部分である式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる安定剤である。
【００５３】
　特に興味深いものは、ハイパーブランチ状又は樹状部分が、ジメチロールプロピオン酸
及びα，α－ビス（ヒドロキシメチル）ブチル酸から選択される多官能性モノマーを含む
式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる安定剤である。
【００５４】
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　特に好ましい式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる安定剤は、ハイパーブランチ状又は樹
状部分が、ジメチロールプロピオン酸及びα，α－ビス（ヒドロキシメチル）ブチル酸か
ら選択される多官能性モノマーを含み、かつ添加剤部分が、ヒドロキシフェニルベンゾト
リアゾール、ヒドロキシフェニルトリアジン、ヒドロキシベンゾフェノン、及び立体障害
性アミン部分からなる群から選択されるものである。
【００５５】
　添加剤部分は、例えば、
【化９】

で表わされる立体障害性フェノール部分、
【化１０】

で表わされるヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分、
【化１１】

で表わされるヒドロキシフェニルトリアジン部分、
【化１２】

で表わされるヒドロキシベンゾフェノン部分、
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【化１３】

で表わされる立体障害性アミン部分、
【化１４】

で表わされるヒドロキシルアミン部分、
【化１５】

で表わされるニトロン部分、
【化１６】

で表わされるアミンオキシド部分、

【化１７】

で表わされるベンゾフラノン部分、及び
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で表わされるホスフィット及びホスホナイト部分からなる群から選択される添加剤機能構
造基を含む化学構造基であり、
ここで、前記部分の開いた結合の少なくとも一つは、直接、基Ｇに結合され、
Ｒ1は、立体的に巨大な基、例えば、第三ブチル基、α－メチルベンジル基、α，α－ジ
メチルベンジル（クミル）基、α－メチルシクロヘキシル基、シクロペンチル基、ベンジ
ル基及び第三オクチル基からなる群から選択された基を表わし、及び
ＲＸは、水素原子又はメチル基を表わす。
【００５６】
　残りの開いた結合は、当業者に既知の基に結合され、その結果、添加剤部分が、その既
知の添加剤機能基、たとえば水素原子又はヒドロカルビル基又はヒドロカルビレン基を有
する。一つ以上のヒドロカルビレン基が、別のヒドロカルビレン基に結合されて、その結
果、は、環状構造を形成することが可能である。
【００５７】
　式（ａ）で表わされる化合物の基Ｇで表わされる、反応性官能基、ＲＦＧは、ハイパー
ブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマー上の反応部位、
部分的に形成されたハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマー上の反応部
位、又は、それらの成分上の反応部位と反応する。式（Ｉ）の結合基Ｌは、この反応によ
って形成される。
【００５８】
　多くの場合において、式（ａ）で表わされる本発明の化合物は開示され、かつポリマー
安定化技術の当業者に既知である。いかなる反応性官能基も有しない既知の化合物を変性
して、反応性官能基を持たせることも出来る；もしくは反応性官能基を有する既知の化合
物を変性して、異なる反応官能性の反応性官能基を持たせることが出来る。例えば、ポリ
マー添加剤部分が求電子性エステルのような反応性官能基を含む基Ｇに結合されている式
（ａ）で表わされる化合物は、前記エステルが求核性アルコールになるまで還元され得る
。
【００５９】
　即ち、本発明の式（ａ）で表わされるポリマー添加剤は、当該技術で既知であるか、も
しくは、式（ａ）で表わされるポリマー添加剤に既知の方法によって変性され得る既知の
化合物である。
【００６０】
　興味深いものは、添加剤部分が、ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール、ヒドロキシ
フェニルトリアジン、ヒドロキシベンゾフェノン、及び立体障害性アミン部分からなる群
から選択される、式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる安定剤である。
【００６１】
　式（ａ）で表わされるポリマー添加剤の特定の例は、
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【化１９】

チマソルブ (登録商標：ＣＨｉｍａｓｓｏｒｂ)９４４，チバ　スペシャルティ　ケミカ
ルズ、

【化２０】

チヌビン（登録商標：Ｔｉｎｕｖｉｎ）６２２，チバ　スペシャルティ　ケミカルズ
及び他の立体障害性アミン又は変性可能な立体障害性アミン、
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【化２１】

及び他のヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール又は変性可能なヒドロキシフェニルベン
ゾトリアゾール、
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【化２２】

及び他のヒドロキシフェニルトリアジン又は変性可能なトリアジンである。
【００６２】
　式１）ないし１１）で表わされる上記構造から、本発明の変数ｐ及びｑは、実際に互い
に独立し得るということが分かり得る。それ故、式（Ｉ）で表わされる本発明の化合物に
ける変数ｘ及びｙもまた、実際に互いに独立している。
【００６３】
　例えば、反応性ヒドロキシル基を有する、式１）で表わされる化合物においては、ｐは
１を表わし、ｑは２を表わす。式１）で表わされる化合物において、添加剤部分は、
【化２３】

であり、
かつ、基Ｇは、反応性官能基であるヒドロキシル基を含むヒドロカルビル基
【化２４】

を表わす。
【００６４】
　式２）においては、ｐは１を表わし、ｑは２を表わす。添加剤部分は、
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であり、
かつ、反応性官能基（ヒドロキシル基）を含む二つの異なるヒドロカルビル基Ｇ
【化２６】

が存在する。
【００６５】
　反応性アミン末端基を有するオリゴマー状の式３）においては、ｐは、ｍの２倍と等し
く、基Ｇは、立体障害性アミン部分を含むオリゴマー状主鎖と考えられ得り、かつ、それ
故、ｑは１を表わす。
【００６６】
　１、２、３、４又は５つの反応性ヒドロキシル基を有する、トリス－レソルシノールト
リアジン１０）においては、ｐは１を表わし、ｑは５を表わし、そして各々のＧはヒドロ
キシル基を表わす。もしも、式１０）で表わされるトリス－レソルシノールトリアジンが
、１、２、３、４又は５箇所、ハイパーブランチ状部分に結合されるならば、式（Ｉ）で
表わされる化合物において、ｘ及びｙが、互いに独立することが分かる。
【００６７】
　特に興味深いものは、添加剤部分が、
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【化２９】

からなる群から選択される一つ又はそれ以上の化合物から誘導される式（Ｉ）又は（ＩＩ
）で表わされる安定剤である。
【００６８】
　本発明のポリマー添加剤部分の基礎構造（その一部分）である添加剤機能構造基は、多
くの米国特許において開示され、かつ当業者に既知である。それらは、当該技術において
開示され、かつ既知である添加剤の官能性部分である。例えば、既知の紫外線吸収剤（Ｕ
ＶＡ）の発色団は、ＵＶＡ分子の主要な機能部分（機能構造基）である。
【００６９】
　例えば、ヒドロキシルフェニルベンゾトリアゾール機能構造基は、例えば、米国特許第
３，００４，８９６号明細書；米国特許第３，０５５，８９６号明細書；米国特許第３，
０７２，５８５号明細書；米国特許第３，０７４，９１０号明細書；米国特許第３，１８
９，６１５号明細書；米国特許第３，２１８，３３２号明細書；米国特許第３，２３０，
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１９４号明細書；米国特許第４，１２７，５８６号明細書；米国特許第４，２２６，７６
３号明細書；米国特許第４，２７５，００４号明細書；米国特許第４，２７８，５８９号
明細書；米国特許第４，３１５，８４８号明細書；米国特許第４，３４７，１８０号明細
書；米国特許第４，３８３，８６３号明細書；米国特許第４，６７５，３５２号明細書；
米国特許第４，６８１，９０５号明細書；米国特許第４，８５３，４７１号明細書；米国
特許第５，２６８，４５０号明細書；米国特許第５，２７８，３１４号明細書；米国特許
第５，２８０，１２４号明細書；米国特許第５，３１９，０９１号明細書；米国特許第５
，４１０，０７１号明細書；米国特許第５，４３６，３４９号明細書；米国特許第５，５
１６，９１４号明細書；米国特許第５，５５４，７６０号明細書；米国特許第５，５６３
，２４２号明細書；米国特許第５，５７４，１６６号明細書；米国特許第５，６０７，９
８７号明細書；米国特許第５，９７７，２１９号明細書及び米国特許第６，１６６，２１
８号明細書に開示されており、その関連部分は、文献としてここに組込まれる。
【００７０】
　ヒドロキシフェニルトリアジン機能構造基は、例えば、米国特許第３，８４３，３７１
号明細書；米国特許第４，６１９，９５６号明細書；米国特許第４，７４０，５４２号明
細書；米国特許第５，０９６，４８９号明細書；米国特許第５，１０６，８９１号明細書
；米国特許第５，２９８，０６７号明細書；米国特許第５，３００，４１４号明細書；米
国特許第５，３５４，７９４号明細書；米国特許第５，４６１，１５１号明細書；米国特
許第５，４７６，９３７号明細書；米国特許第５，４８９，５０３号明細書；米国特許第
５，５４３，５１８号明細書；米国特許第５，５５６，９７３号明細書；米国特許第５，
５９７，８５４号明細書；米国特許第５，６８１，９５５号明細書；米国特許第５，７２
６，３０９号明細書；米国特許第５，９４２，６２６号明細書；米国特許第５，９５９，
００８号明細書；米国特許第５，９９８，１１６号明細書及び米国特許第６，０１３，７
０４号明細書及び米国出願第０９／３８３，１６３号に開示されており、その関連部分は
、文献としてここに組込まれる。
【００７１】
　立体障害性アミン機能構造基は、例えば、米国出願第０９／２５７，７１１号，米国出
願第０９／５０５，５２９号及び米国出願第０９／７９４，７１０号及び米国特許第５，
２０４，４７３号明細書，米国特許第５，０９６，９５０号明細書，米国特許第５，００
４，７７０号明細書，米国特許第５，８４４，０２６号明細書，米国特許第６，０４６，
３０４号明細書，米国特許第６，１６６，２１２号明細書，米国特許第６，１１７，９９
５号明細書及び米国特許第６，２２１，９３７号明細書に開示されており、その関連部分
は、文献としてここに組込まれる。立体障害性アミンのアミン基は、当該技術で既知の基
、例えば、メチル基、水素原子、アシル基又はアルコキシ基もしくはシクロアルコキシ基
で置換され得る。
【００７２】
　ヒドロキシルアミン機能構造基は、例えば、米国特許第４，５９０，２３１号明細書，
米国特許第４，６６８，７２１号明細書，米国特許第４，７８２，１０５号明細書及び米
国特許第４，８７６，３００号明細書，米国特許第４，６４９，２２１号明細書，米国特
許第４，６９１，０１５号明細書，米国特許第４，７０３，０７３号明細書，米国特許第
４，６１２，３９３号明細書，米国特許第４，６９６，９６４号明細書，米国特許第４，
７２０，５１７号明細書及び米国特許第４，７５７，１０２号明細書，米国特許第４，８
３１，１３４号明細書，米国特許第５，００６，５７７号明細書，米国特許第５，０１９
，２８５号明細書，米国特許第５，０６４，８８３号明細書，米国特許第５，１８５，４
４８号明細書及び米国特許第５，２３５，０５６号明細書，米国特許第４，６６６，９６
２号明細書，米国特許第４，６６６，９６３号明細書，米国特許第４，６７８，８２６号
明細書，米国特許第４，７５３，９７２号明細書，米国特許第４，７５７，１０２号明細
書，米国特許第４，７６０，１７９号明細書，米国特許第４，９２９，６５７号明細書，
米国特許第５，０５７，５６３号明細書，米国特許第５，０２１，４７９号明細書，米国
特許第５，０４５，５８３号明細書及び米国特許第５，１８５，４４８号明細書に開示さ
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れており、その関連部分は、文献としてここに組込まれる。
【００７３】
　アミンオキシド機能構造基は、例えば、米国特許第５，０８１，３００号明細書，米国
特許第５，１６２，４０８号明細書，米国特許第５，８４４，０２９号明細書，米国特許
第５，８８０，１９１号明細書及び米国特許第５，９２２，７９４号明細書に開示されて
おり、その関連部分は、文献としてここに組込まれる。
【００７４】
　ニトロン機能構造基は、例えば、米国特許第４，８９８，９０１号明細書に開示されて
おり、その関連部分は、文献としてここに組込まれる。
【００７５】
　ベンゾフラノン機能構造基は、例えば、例えば、米国特許第４，３２５，８６３号明細
書；米国特許第４，３３８，２４４号明細書；米国特許第５，１７５，３１２号明細書；
米国特許第５，２１６，０５２号明細書；米国特許第５，２５２，６４３号明細書；米国
特許第５，３６９，１５９号明細書；米国特許第５，４８８，１１７号明細書；米国特許
第５，３５６，９６６号明細書；米国特許第５，３６７，００８号明細書；米国特許第５
，４２８，１６２号明細書；米国特許第５，４２８，１７７号明細書；米国特許第５，６
１４，５７２号明細書；米国特許第５，８８３，１６５号明細書又は米国特許第５，５１
６，９２０号明細書に開示されており、全ては、文献としてここに組込まれる。
【００７６】
　ホスフィット及びホスホナイト機能構造基は、例えば、米国継続出願第０９／７８３，
２５６号に開示されており、その関連部分は、文献としてここに組込まれる。
【００７７】
　ハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリマー
　ハイパーブランチ状又は樹状部分は、当業者に既知の多官能性モノマーを含み、そして
、例えば、米国特許第５，４１８，３０１号明細書及び米国特許第５，９９０，２６０号
明細書及び米国出願第０９／７７８，１９４号に開示されている。例として、一つのカル
ボキシル基及び二つのヒドロキシル基を含むモノマーがある。
【００７８】
　式（Ｉ）で表わされる本化合物のハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリ
マー部分は、式（Ｉ）で表わされる化合物の調製の間に、その場で形成され得るか、又は
独立して調製され、そして式（ａ）で表わされるポリマー添加剤化合物と反応させられて
、式（Ｉ）で表わされる化合物を形成し得るか、もしくは、ハイパーブランチ状又は樹状
ポリマーもしくはコポリマー部分の区画が調製され、そして式（Ｉ）で表わされる化合物
の調製段階に使用され得る。好ましくは、式（Ｉ）で表わされる安定剤はワンポット、１
段階工程で調製される。
【００７９】
　ハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又はコポリマーの反応性官能基又はその区画
又は個々の成分は、式（ａ）で表わされるポリマー添加剤の反応性官能基と同様の基から
選択されるが、但し、添加剤の反応基は、ハイパーブランチ状もしくは樹状ポリマー又は
コポリマーの反応性官能基又はその部分又はその個々の成分と反応性である。
【００８０】
　興味深いものは、カルボキシ官能性添加剤とポリ（エチレングリコール）モノメチルエ
ーテル及びジメチロールプロピオン酸を反応させることからなる方法である。
【００８１】
　特に興味深いものは、カルボキシ官能性添加剤とポリ（エチレングリコール）及びジメ
チロールプロピオン酸を反応させることからなる方法である。
【００８２】
　好ましいものは、添加剤がヒドロキシフェニルベンゾトリアゾールである式（Ｉ）で表
わされる安定剤の調製方法である。
【００８３】
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　ハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリマーは、当該技術で既知であり、
かつ、例えば米国特許第５，４１８，３０１号明細書、米国特許第５，９９０，２６０号
明細書及び２００１年２月７日に提出された米国出願第０９／７７８，１９４号に開示さ
れており、これらの開示は、文献としてここに組込まれる。本発明の式（Ｉ）で表わされ
る化合物のハイパーブランチ状又は樹状部分は、米国特許第５，４１８，３０１号明細書
、米国特許第５，９９０，２６０号明細書及び米国出願第０９／７７８，１９４号に記載
されているような完全な化合物からなるか、又は、それらは、そのハイパーブランチ状部
分のみからなる。例えば、本発明の式（Ｉ）のハイパーブランチ状部分は、単純に、ジメ
チロールプロピオン酸、又はハイパーブランチ状又は樹状ポリマーの形成に適した他の多
官能性モノマーから形成されたポリエステルであり得る。
【００８４】
　例えば、米国特許第５，４１８，３０１号明細書の開示は、少なくとも１つの反応性ヒ
ドロキシル基を有する中心開始剤分子、該開始剤分子に結合されるハイパーブランチ状部
分、及び所望の連鎖停止剤から調製された樹状高分子を記載している。本発明によると、
式（ａ）で表わされる化合物は、米国特許第５，４１８，３０１号明細書に従った、２個
の反応基を有するモノマー連鎖延長剤、連鎖停止剤のいずれかとして、及び／又は開始剤
分子として使用され得る。式（ａ）で表わされる本発明の化合物はまた、この文献に開示
されているような完成高分子にも結合され得る。
【００８５】
　米国出願第０９／７７８，１９４号のハイパーブランチ状コポリマーは、両親媒性であ
り、かつポリマー添加剤として使用された場合の界面活性のためにデザインをされた。コ
ポリマーは、（Ａ）（Ｂ）又は（Ｂ）（Ａ）（Ｂ）コポリマー（ここで、（Ａ）は、線状
親水性ポリマー又はオリゴマーを表わし、及び（Ｂ）は、ランダムハイパーブランチ状ポ
リマー又はコポリマーを表わす。）として記載され；該コポリマーは、親油基で完全に又
は部分的に停止されている。本発明によると、本発明の式（ａ）で表わされるポリマー添
加剤はまた、この文献のハイパーブランチ状コポリマーに結合又は配合され得る。
【００８６】
　本発明の式（Ｉ）で表わされる化合物
例えば、式９）で表わされるヒドロキシフェニルベンゾトリアゾールのような、本発明の
式（ａ）で表わされる反応性添加剤化合物は、開始剤として作用し得、及び／又は、式６
）、７）又は８）で表わされるヒドロキシフェニルベンゾトリアゾールのような反応性添
加剤化合物は、米国特許第５，４１８，３０１号明細書に従った連鎖停止剤として作用し
得る。もしも、ハイパーブランチ状区画が、ジメチロールプロピオン酸から調製されるな
らば、本発明の式（Ｉ）で表わされる以下の化合物が調製され得る；
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【化３０】

。
【００８７】
　表示ＢＺＴは、対応するヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分を表わす。
ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分は、ハイパーブランチ状ポリマーに、プロパ
ノール又はプロパノイル基を介して結合されている。次に形成される結合基Ｌは各々、－
ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＯＣＯ－又は－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯ－（ヒドロキシフェニルベンゾトリア
ゾール発色団及びハイパーブランチ状部分の間の結合基）である。
【００８８】
　基“開始剤”は、米国特許第５，４１８，３０１号明細書に記載されたような、適当な
開始剤、例えば、ジトリメチロールプロパン又はエトキシ化ペンタエリトリトールを表わ
す。基“Ｒ”は。この文献に従った適当な連鎖停止剤、例えば、ラウリル基のような長鎖
アルキル基を表わす。
【００８９】
　このような式（Ｉ）で表わされる化合物が、添加剤部分と連鎖停止剤基Ｒの混合物を有
し得ることは予期される。式（Ｉ）で表わされる化合物が、立体障害アミン及びＵＶＡ’
ｓのような異なる添加剤部分の混合物を有し得ることは予期される。
【００９０】
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　本発明において、米国出願第０９／７７８，１９４号のハイパーブランチ状コポリマー
は、式（ａ）で表わされる本発明のポリマー添加剤で完全に又は部分的に停止され得、ま
た、親水性ポリマーに結合された添加剤部分を有し得る。例えば、前記親水性ポリマーは
ポリエチレングリコール（ＰＥＧ）又はポリ（エチレングリコール）モノメチルエーテル
（ＭＰＥＧ）であり、ハイパーブランチ状モノマーは、ジメチロールプロピオン酸であり
、そして式６）ないし８）で表わされる本発明のポリマー添加剤が使用される場合、以下
の構造が得られ得る：
【化３１】
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。
【００９１】
　また、表示ＢＺＴは、対応するヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分を表わす。
ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分は、ハイパーブランチ状ポリマーに、プロパ
ノール又はプロパノイル基を介して結合されている。次に形成される結合基Ｌは、－ＣＨ

2ＣＨ2ＣＨ2ＯＣＯ－又は－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯ－である。本発明の式（Ｉ）で表わされる
、直上に記載の構造において、ＰＥＧ基を介して一緒に結合される２つのハイパーブラン
チ状区画は、ハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリマー部分である。
【００９２】
　上記特定の化学式のいずれにおいても、ここに記載された、立体障害性フェノール、立
体障害性アミン、ヒドロキシフェニルトリアジン、ヒドロキシベンゾフェノン、ヒドロキ
シルアミン、ニトロン、アミンオキシド、ベンゾフラノン、ホスフィット又はホスホナイ
ト部分のような他の添加剤部分は、ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分と置換す
ることができる。本発明の式（Ｉ）で表わされるハイパーブランチ状又は樹状化合物が、
１種類以上の添加剤部分をからなることは予期される。
【００９３】
　例えば、式（Ｉ）で表わされる本発明の化合物は、下記のように、立体障害性アミン（
ＨＡＬＳ）と紫外線吸収（ＵＶＡ）部分の混合物を有し得る；
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【化３３】

。
【００９４】
　ＵＶＡ部分は、例えば、ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール、ヒドロキシフェニル
トリアジン及びヒドロキシフェニルベンゾフェノン部分から選択され得る。
【００９５】
　本発明のポリマー添加剤部分は、該部分が配合されなければ、ハイパーブランチ状構造
を構成する多官能性モノマーのみからなるハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくは
コポリマー中に配合され得ることが予期され；その場合は、他の開始剤又は停止（連鎖停
止剤）基を含まない。例えば、ハイパーブランチ状ポリエステルポリマーに結合した添加
剤部分。
【００９６】
　式（ａ）で表わされるポリマー添加剤は、それ自体が、ハイパーブランチ状構造の部分
として配合されるのに適した多官能性モノマーであり得る。
【００９７】
　式（ａ）で表わされるポリマー添加剤は、それ自体が、ハイパーブランチ状構造を調製
するために、又はハイパーブランチ状構造の部分となるために使用されるのに適した多官
能性モノマーであり得る。
【００９８】
　それ自体が、ハイパーブランチ状構造の部分として使用される、又はハイパーブランチ
状構造を調製するために使用される多官能性モノマーである式（ａ）で表わされる化合物
の例は、

【化３４】

である。
【００９９】
　式（ａ）で表わされる添加剤が、樹状高分子に結合され得ること、及び／又は米国特許
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第５，４１８，３０１号明細書に開示された樹状高分子中の開始剤分子であり得ること、
及び／又はモノマー連鎖延長剤であり得ること、及び／又は連鎖停止剤であり得ることが
予期される。
【０１００】
　式（ａ）で表わされる添加剤が、両親媒性ブロックコポリマーに結合され得ること、及
び／又は親油性停止基の代わりに使用され得ること、及び／又は線状親水性ポリマー又は
オリゴマー成分の代わりに使用され得ること、及び／又は米国出願第０９／７７８，１９
４に記載されたようなハイパーブランチ状ポリマーの多官能性モノマーとして作用し得る
ことが予期される。
【０１０１】
　同じ種類（例えば、ヒドロフェニルベンゾトリアゾール）又は異なる種類（例えば、Ｕ
ＶＡ’ｓ及びＨＡＬＳ）の式（ａ）で表わされる別々の添加剤が、同一のハイパーブラン
チ状部分に結合され得ることが予期される。
【０１０２】
　反応性官能基を１つ以上有する添加剤は、米国特許第５，４１８，３０１号明細書に記
載された通りに連鎖停止剤及び開始剤の双方に作用し得ることが予期される。
【０１０３】
　本発明のハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリマー部分の代わりに、そ
れらの場所に、実際のデンドリマーが使用され得ることが予期される。実際のデンドリマ
ーは、典型的には単分散であり、各段階において精製を併う多段階方法で調製される。実
際のデンドリマーは、例えば、米国特許第５，０４１，５１６号明細書に開示され、そし
てそれは、ポリ芳香族エーテル及びポリアミドデンドリマーの調製のための工程を追って
の“収束”方法を開示している。米国特許第５，０４１，５１６号明細書の開示は、文献
としてここに組込まれる。
【０１０４】
　米国特許第３，６６９，９３９号明細書、米国特許第５，１３６，０１４号明細書、米
国特許第５，０４１，５１６号明細書、米国特許第５，６６３，２４７号明細書及び米国
特許第５，９９０，２６０号明細書もまた、文献としてここに組込まれる。式（Ｉ）で表
わされる本発明の添加剤は、これら文献に開示されるようなハイパーブランチ状又は樹状
ポリマーもしくはコポリマー部分からなり得る。
【０１０５】
　方法
　式（ａ）で表わされる添加剤は、米国特許第５，４１８，３０１号明細書又は米国出願
第０９／７７８，１９４号に記載された完成したハイパーブランチ状又は樹状ポリマーも
しくはコポリマー上に反応させられ得るか、又は、これら文献に記載された部分的に完成
したハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリマー上に反応させられ得るか、
又は、ハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリマーを構築する前の特定の成
分上に反応させられ得る。
【０１０６】
　これらの方法もまた、本発明の対象である。
【０１０７】
　特に、全ての成分が一度に一緒に反応させられるワンポット、一段階工程が、式（Ｉ）
で表わされる本発明の化合物の調製のための効果的な条件を提供する。
【０１０８】
　例えば、式（ａ）で表わされる添加剤化合物、二官能価親水性ポリマー又はオリゴマー
、多官能性モノマー及び親油性停止基のワンポット反応で、式（Ｉ）で表わされるハイパ
ーブランチ状コポリマーが生じる。
【０１０９】
　式（ａ）で表わされる添加剤化合物、多官能性モノマー及び親油性停止基のワンポット
反応で、式（Ｉ）で表わされるハイパーブランチ状ポリマーが生じる。
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【０１１０】
　式（ａ）で表わされる添加剤化合物及び多官能性モノマーのワンポット反応で、式（Ｉ
）で表わされるハイパーブランチ状ポリマーが生じる。
【０１１１】
　式（Ｉ）で表わされる化合物の本添加剤部分は、式（ａ）で表わされる化合物から“誘
導”される。
【０１１２】
　本発明の式（ＩＩ）で表わされる化合物
　また、開示されるのは、少なくとも一つのポリマー添加剤部分及び少なくとも一つの両
親媒性コポリマー部分を含む永久及び／又は表面活性両親媒性ポリマー安定剤である。
【０１１３】
　両親媒性コポリマーは、親水性及び疎水性部分の両方を含むジブロックコポリマーであ
る。
【０１１４】
　ジブロック両親媒性コポリマーは、例えば、長鎖アルコールのポリ（アルキレンオキシ
ド）付加物、又は脂肪酸エステルのポリ（アルキレンオキシド付加物）である。ポリ（ア
ルキレンオキシド）は、例えば、ポリ（エチレンオキシド）、ポリ（プロピレンオキシド
）、ポリ（エチレングリコール）又はポリ（プロピレングリコール）である。
【０１１５】
　ジブロック両親媒性コポリマーは、例えば、ＣＨ3ＣＨ2（ＣＨ2ＣＨ2）aＣＨ2ＣＨ2（
ＯＣＨ2ＣＨ2）bＯＨ（ここで、ａは９ないし２５を表わし、ｂは１ないし１０を表わす
。）である。ジブロック両親媒性コポリマーのいくつか、例えば、アトマー（登録商標：
Ａｔｍｅｒ）５０２，２モルエトキシ化ステアリルアルコール，Ｃ18Ｈ37（ＯＣＨ2ＣＨ2

）2ＯＨは、市販で入手可能である。アトマー（登録商標：Ａｔｍｅｒ）は、ユニケマ（
Ｕｎｉｑｅｍａ）の登録商標である。同じく、市販で入手可能のものとして、エトキシ化
アルコールであるユニトックス（登録商標：ＵｎｉｔＨｏｘ）、例えば、ユニトックス（
登録商標：ＵｎｉｔＨｏｘ）４２０，ＣＨ3ＣＨ2（ＣＨ2ＣＨ2）13ＣＨ2ＣＨ2（ＯＣＨ2

ＣＨ2）2.5ＯＨがある。ユニトックス（登録商標：ＵｎｉｔＨｏｘ）は、ペトロライト社
の登録商標である。
【０１１６】
　式（ＩＩ）で表わされる本発明の化合物は、アトマー（登録商標：Ａｔｍｅｒ）５０２
又はユニトックス（登録商標：ＵｎｉｔＨｏｘ）４２０等の上記化合物、及びアルコール
と反応するために適した求電子性の反応基を有する本発明の式（ａ）で表わされるポリマ
ー添加剤化合物から調製され得る。例えば、ユニトックス（登録商標：ＵｎｉｔＨｏｘ）
４２０と式８）で表わされるベンゾトリアゾールの縮合反応は、ＣＨ3ＣＨ2（ＣＨ2ＣＨ2

）13ＣＨ2ＣＨ2（ＯＣＨ2ＣＨ2）2.5Ｏ－ＢＺＴを形成する。
【０１１７】
　基ＢＺＴは、ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分を表わし、かつ、この場合、
結合基Ｌは、基－ＯＣＯＣＨ2ＣＨ2－である。ジブロック両親媒性部分は、ＣＨ3ＣＨ2（
ＣＨ2ＣＨ2）13ＣＨ2ＣＨ2（ＯＣＨ2ＣＨ2）2.5－である。
【０１１８】
　上記特定の化学式において、ここに記載された、立体障害性フェノール、立体障害性ア
ミン、ヒドロキシフェニルトリアジン、ヒドロキシベンゾフェノン、ヒドロキシルアミン
、ニトロン、アミンオキシド、ベンゾフラノン、ホスフィット又はホスホナイト部分のよ
うな他の添加剤部分は、ヒドロキシフェニルベンゾトリアゾール部分と置換することがで
きる。
【０１１９】
　安定化された組成物
　本発明の他の対象は、式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる本発明の化合物を含む安定化
されたポリマー組成物である。
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従って、本発明の対象は、
（ｉ）熱、光又は酸化の有害な影響を受けやすい有機物質、及び
（ｉｉ）式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる化合物の安定化有効量
を含む安定化された組成物である。
【０１２０】
　本発明の安定化された組成物は、式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる化合物を、成分（
ｉ）の重量に基づいて、０．１ないし２０重量％含む。例えば、成分（ｉ）は、成分（ｉ
ｉ）の重量に基づいて、０．５ないし５重量％存在し得る。
【０１２１】
　しかしながら、本発明の安定化された組成物において、式（Ｉ）で表わされる化合物は
、２０重量％以上のレベルで使用され得；例えば、式（Ｉ）で表わされる化合物はそれら
自体が、安定化された組成物中で樹脂として作用し得ることが予期される。すなわち、式
（Ｉ）で表わされる本発明の化合物、それら自体が、安定化された樹脂組成物、例えば安
定化されたポリエステル樹脂を形成し得ることが予期される。
【０１２２】
　成分（ｉｉ）で表わされる添加剤部分は、有機支持体の表面に移動し、それによって、
その表面特性を変性し得る。光安定剤、例えば、主に安定化する物品の表面上に配置され
たＵＶＡ’ｓ又はＨＡＬＳを有することは、特に利点がある。成分（ｉｉ）の添加剤はま
た、有機支持体中において、より高い永続性があり得る。本発明の式（Ｉ）又は（ＩＩ）
で表わされる安定剤は、優れた表面親和性を、又はより高い永続性を、又はその両方を示
す。
【０１２３】
　安定化する有機物品の表面上に有利に添加剤部分を配置することに加え、式（Ｉ）又は
（ＩＩ）で表わされる本発明の化合物を用いることで前記物品の表面特性を変性し得る。
【０１２４】
　本組成物の有機物質は、例えば、天然又は合成ポリマー及びコポリマーであり、そして
、以下の１．）ないし３４．）から選択され得る：
１．モノオレフィン及びジオレフィンのポリマー、例えばポリプロピレン、ポリイソブチ
レン、ポリブテ－１－エン、ポリ－４－メチルペンテ－１－エン、ポリイソプレン又はポ
リブタジエン、並びにシクロオレフィン、例えばシクロペンテン又はノルボルネンのポリ
マー、ポリエチレン（所望により架橋され得る）、例えば高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ
）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、枝分か
れ低密度ポリエチレン（ＢＬＤＰＥ）及び、中密度ポリエチレン（ＭＤＰＥ）。
【０１２５】
　ポリオレフィン、すなわち前の段落において例示したモノオレフィンのポリマー、好ま
しくはポリエチレン及びポリプロピレンは、異なる方法によりそしてとりわけ以下の方法
により調製され得る：
　ａ）ラジカル重合（通常は高圧下において及び上昇した温度において）。
　ｂ）通常、周期表のＩＶｂ、Ｖｂ、ＶＩｂ又はＶＩＩＩ群の金属の一つ又はそれ以上を
含む触媒を使用した接触重合。これらの金属は通常、一つ又はそれ以上の配位子、典型的
にはｐ－又はｓ－配位し得るオキシド、ハライド、アルコレート、エステル、エーテル、
アミン、アルキル、アルケニル及び／又はアリールを有する。これらの金属錯体は遊離形
態であるか、又は基材に、典型的には活性化塩化マグネシウム、チタン（ＩＩＩ）クロリ
ド、アルミナ又は酸化ケイ素に固定され得る。これらの触媒は、重合媒体中に可溶又は不
溶であり得る。該触媒はそれら自身が重合において使用され得るか、又は他の活性化剤、
典型的には金属アルキル、金属ヒドリド、金属アルキルハライド、金属アルキルオキシド
または金属アルキルオキサンであって、該金属が周期表のＩａ、ＩＩａおよび／またはＩ
ＩＩａ群の元素であるものが使用されることができる。該活性化剤は、他のエステル、エ
ーテル、アミン又はシリルエーテル基で都合良く変性され得る。これらの触媒系は、通常
、フィリップス、スタンダード・オイル・インディアナ、チグラー（－ナッタ）、ＴＮＺ
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（デュポン）、メタロセン又はシングルサイト触媒（ＳＳＣ）と命名される。
【０１２６】
　２．１）で言及されたポリマーの混合物、例えばポリプロピレンとポリイソブチレン、
ポリプロピレンとポリエチレン（例えば、ＰＰ／ＨＤＰＥ、ＰＰ／ＬＤＰＥ）の混合物、
及び異なる型のポリエチレンの混合物（例えば、ＬＤＰＥ／ＨＤＰＥ）。
【０１２７】
　３．モノオレフィン及びジオレフィンの互いの又は他のビニルモノマーとのコポリマー
、例えばエチレン／プロピレンコポリマー、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）及び
それの低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）との混合物、プロピレン／ブテ－１－エンコポリ
マー、プロピレン／イソブチレンコポリマー、エチレン／ブテ－１－エンコポリマー、エ
チレン／ヘキセンコポリマー、エチレン／メチルペンテンコポリマー、エチレン／ヘプテ
ンコポリマー、エチレン／オクテンコポリマー、プロピレン／ブタジエンコポリマー、イ
ソブチレン／イソプレンコポリマー、エチレン／アルキルアクリレートコポリマー、エチ
レン／アルキルメタクリレートコポリマー、エチレン／酢酸ビニルコポリマー及び一酸化
炭素とのそれらのコポリマー又はエチレン／アクリル酸コポリマー及びそれらの塩（アイ
オノマー）ならびにエチレンとプロピレン及びへキサジエン、ジシクロペンタジエン又は
エチリデン－ノルボルネンのようなジエンとのターポリマー；及びそのようなコポリマー
の互いの及び１）で上述したポリマーとの混合物、例えばポリプロピレン／エチレン－プ
ロピレンコポリマー、ＬＤＰＥ／エチレン－酢酸ビニルコポリマー（ＥＶＡ）、ＬＤＰＥ
／エチレン－アクリル酸コポリマー（ＥＡＡ）、ＬＬＤＰＥ／ＥＶＡ、ＬＬＤＰＥ／ＥＡ
Ａ及びランダムポリアルキレン／一酸化炭素コポリマー及びそれらの他のポリマー、例え
ばポリアミドとの混合物。
【０１２８】
　４．水素化変性物（例えば粘着付与剤）を含む炭化水素樹脂（例えば炭素原子数５ない
し９）及びポリアルキレン及びデンプンの混合物。
【０１２９】
　５．ポリスチレン、ポリ（ｐ－メチルスチレン）、ポリ（α－メチルスチレン）。
【０１３０】
　６．ジエン又はアクリル誘導体と、スチレン又はα－メチルスチレンのコポリマー、例
えば、スチレン／ブタジエン、スチレン／不飽和エステル、スチレン／アクリロニトリル
、スチレン／アルキルメタクリレート、スチレン／ブタジエン／アルキルアクリレート、
スチレン／ブタジエン／アルキルメタクリレート、スチレン／マレイン酸無水物、スチレ
ン／アクリロニトリル／メチルアクリレート；スチレンコポリマー及び他のポリマー、例
えばポリアクリレート、ジエンポリマー又はエチレン／プロピレン／ジエンターポリマー
の高耐衝撃性の混合物；及びスチレン／ブタジエン／スチレン、スチレン／イソプレン／
スチレン、スチレン／エチレン／ブチレン／スチレン又はスチレン／エチレン／プロピレ
ン／スチレンのようなスチレンのブロックコポリマー。
【０１３１】
　７．スチレン又はα－メチルスチレンのグラフトコポリマー、例えばポリブタジエンに
スチレン、ポリブタジエン－スチレン又はポリブタジエン－アクリロニトリルコポリマー
にスチレン；ポリブタジエンにスチレン及びアクリロニトリル（又はメタクリロニトリル
）；ポリブタジエンにスチレン、アクリロニトリル及びメチルメタクリレート；ポリブタ
ジエンにスチレン及びマレイン酸無水物；ポリブタジエンにスチレン、アクリロニトリル
及びマレイン酸無水物又はマレイミド；ポリブタジエンにスチレン及びマレイミド；ポリ
ブタジエンにスチレン及びアルキルアクリレート又はメタクリレート；エチレン／プロピ
レン／ジエンターポリマーにスチレン及びアクリロニトリル；ポリアルキルアクリレート
又はポリアルキルメタクリレートにスチレン及びアクリロニトリル；アクリレート／ブタ
ジエンコポリマーにスチレン及びアクリロニトリル、並びにそれらの６）に列挙されたコ
ポリマーとの混合物、例えばＡＢＳ、ＳＡＮ、ＭＢＳ、ＡＳＡ又はＡＥＳポリマーとして
既知であるコポリマー混合物。
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【０１３２】
　８．ポリクロロプレン、塩化ゴム、塩化又はスルホ塩化ポリエチレン、エチレン及び塩
化エチレンのコポリマー、エピクロロヒドリンホモ－及びコポリマー、とりわけハロゲン
含有ビニル化合物のポリマー、例えばポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリフッ化
ビニル、ボリフッ化ビニリデンならびに塩化ビニル／塩化ビニリデン、塩化ビニル／酢酸
ビニル又は塩化ビニリデン／酢酸ビニルコポリマーのようなそれらのコボリマーのような
ハロゲン含有ポリマー。
【０１３３】
　９．α，β－不飽和酸から誘導されたポリマー及びポリアクリレート及びポリメタクリ
レートのようなその誘導体；ブチルアクリレートで耐衝撃改善されたポリメチルメタクリ
レート、ポリアクリルアミド及びポリアクリロニトリル。
【０１３４】
　１０．９）で言及されたモノマーの互いの又は他の不飽和モノマーとのコポリマー、例
えばアクリロニトリル／ブタジエンコポリマー、アクリロニトリル／アルキルアクリレー
トコポリマー、アクリロニトリル／アルコキシアルキルアクリレート又はアクリロニトリ
ル／ビニルハライドコポリマー又はアクリロニトリル／アルキルメタクリレート／ブタジ
エンターポリマー。
【０１３５】
　１１．不飽和アルコール及びアミンから誘導されたポリマー又はそれらのアシル誘導体
又はアセタール、例えばポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、ポリビニルステアレー
ト、ポリビニルベンゾエート、ポリビニルマレエート、ポリビニルブチラール、ポリアリ
ルフタレート又はポリアリルメラミン；ならびに上の１）で言及されたオレフィンとそれ
らのコポリマー。
【０１３６】
　１２．ポリアルキレングリコール、ボリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシドま
たはビスグリシジルエーテルとそれらのコポリマーのような環式エーテルのホモポリマー
及びコポリマー。
【０１３７】
　１３．ポリオキシメチレンのようなポリアセタール及びコモノマーとしてエチレンオキ
シドを含むポリオキシメチレン；熱可塑性ポリウレタン、アクリレートまたはＭＢＳで変
性されたポリアセタール。
【０１３８】
　１４．ポリフェニレンオキシド及びスルフィド、及びポリフェニレンオキシドとスチレ
ンポリマー又はポリアミドとの混合物。
【０１３９】
　１５．一方はヒドロキシル基末端を有するポリエーテル、ポリエステル又はポリブタジ
エンと、他方は脂肪族又は芳香族のポリイソシアナートから誘導されたポリウレタン、な
らびにそれらの前駆体。
【０１４０】
　１６．ジアミシとジカルボン酸から及び／又はアミノカルボン酸又は対応するラクタム
から誘導されたポリアミド及びコポリアミド、例えばポリアミド４、ポリアミド６、ポリ
アミド６／６、６／１０、６／９、６／１２、４／６、１２／１２、ポリアミド１１、ポ
リアミド１２、ｍ－キシレンジアミン及びアジピン酸から開始した芳香族ポリアミド；へ
キサメチレンジアミン及びイソフタル酸及び／又はテレフタル酸から及び変性剤としての
エラストマーを用いて又は用いずに調製されたポリアミド、例えばポリ－２，４，４－ト
リメチルヘキサメチレンテレフタルアミド又はポリ－ｍ－フェニレンイソフタルアミド：
及び上述されたポリアミドとポリオレフィン、オレフィンコポリマー、アイオノマー又は
化学的に結合されたか又はグラフトされたエラストマーとの；又は例えばポリエチレング
リコール、ポリプロピレングリコール又はポリテトラメチレングリコールのようなポリエ
ーテルとのブロックコポリマー；ならびにＥＰＤＭ又はＡＢＳで変性されたポリアミド又
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はコポリアミド；及び加工の間に縮合されたポリアミド（ＲＩＭポリアミド系）。
【０１４１】
　１７．ポリ尿素、ポリイミド、ボリアミド－イミド、及びポリベンズイミダゾール。
【０１４２】
　１８．ジカルボン酸とジアルコールから及び／又はヒドロキシカルボン酸又は対応する
ラクトンから誘導されたポリエステル、例えばポリエチレンテレフタレート、ポリトリメ
チレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリ－１，４－ジメチロールシク
ロヘキサンテレフタレート及びポリヒドロキシベンゾエート、並びにヒドロキシル末端ポ
リエーテルから誘導されたブロックコポリエーテルエステル；及びまたポリカーボネート
又はＭＢＳで変性されたポリエステル。文献としてここに組込まれる、米国特許第５，８
０７，９３２号明細書（２欄，５３行）に定義されたようなポリエステル及びポリエステ
ルコポリマー。
【０１４３】
　１９．ポリカーボネート及びポリエステルカーボネート。
【０１４４】
　２０．ポリスルホン、ポリエーテルスルホン及びポリエーテルケトン。
【０１４５】
　２１．フェノール／ホルムアルデヒド樹脂、尿素／ホルムアルデヒド樹脂及びメラミン
／ホルムアルデヒド樹脂のような一方はアルデヒド、他方はフェノール、尿素及びメラミ
ンから誘導された架橋ポリマー。
【０１４６】
　２２．乾性及び非乾性アルキド樹脂。
【０１４７】
　２３．飽和及び不飽和ジカルボン酸と多価アルコール及び架橋剤としてのビニル化合物
とのコポリマーから誘導される不飽和ポリエステル樹脂、及びまたそれ自体が低易燃性の
ハロゲン含有変性体。
【０１４８】
　２４．置換されたアクリレートから誘導された架橋性アクリル樹脂、例えばエポキシア
クリレート、ウレタンアクリレート又はポリエステルアクリレート。
【０１４９】
　２５．メラミン樹脂、尿素樹脂、ポリイソシアネート又はエポキシ樹脂で架橋されたア
ルキド樹脂、ポリエステル樹脂及びアクリレート樹脂。
【０１５０】
　２６．ポリエポキシドから、例えば、ビスグリシジルエーテルから、又は脂環式ジエポ
キシドから誘導される架橋されたエポキシ樹脂。
【０１５１】
　２７．セルロース、ゴム、ゼラチンのような天然ポリマー及び化学的に変性されたそれ
らの相同の誘導体、例えば酢酸セルロース、プロピオン酸セルロース及び酪酸セルロース
、又はメチルセルロースのようなセルロースエーテル；ならびにロジン及びその誘導体。
【０１５２】
　２８．前述されたポリマーのブレンド（ポリブレンド）、例えばＰＰ／ＥＰＤＭ、ポリ
アミド／ＥＰＤＭ又はＡＢＳ、ＰＶＣ／ＥＶＡ、ＰＶＣ／ＡＢＳ、ＰＶＣ／ＭＢＳ、ＰＣ
／ＡＢＳ、ＰＢＴＰ／ＡＢＳ、ＰＣ／ＡＳＡ、ＰＣ／ＰＢＴ、ＰＶＣ／ＣＰＥ、ＰＶＣ／
アクリレート、ＰＯＭ／熱可塑性ＰＵＲ、ＰＣ／熱可塑性ＰＵＲ、ＰＯＭ／アクリレート
、ＰＯＭ／ＭＢＳ、ＰＰＯ／ＨＩＰＳ、ＰＰＯ／ＰＡ６．６及びコポリマー、ＰＡ／ＨＤ
ＰＥ、ＰＡ／ＰＰ、ＰＡ／ＰＰＯ、。
【０１５３】
　２９．純粋なモノマー化合物又はそのような化合物の混合物である自然に生じる及び合
成の有機材料、例えばミネラルオイル、動物及び植物性油脂、オイル及びワックス、又は
合成エステル（例えばフタレート、アジペート、ホスフェート又はトリメリテート）をベ
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ースとするオイル、脂肪及びワックス及びまたいずれの重量比におけるミネラルオイルと
合成エステルの混合物、典型的に紡糸組成物として使用されるもの、ならびにそのような
材料の水性エマルジョン。
【０１５４】
　３０．天然又は合成ゴムの水性エマルジョン、例えばカルボキシ化スチレン／ブタジエ
ンコポリマーの天然ラテックス又はラテックス類。
【０１５５】
　３１．例えば、米国特許第４，２５９，４６７号明細書に記載されている、軟質の、親
水性ポリシロキサンポリシロキサン、及び例えば、米国特許第４，３５５，１４７号明細
書に記載されている、硬質のポリオルガノシロキサン等のポリシロキサン。
【０１５６】
　３２．不飽和アクリルポリアセトアセテート樹脂と、又は不飽和アクリル樹脂と組合せ
たポリケチミン。不飽和アクリル樹脂は、ウレタンアクリレート、ポリエーテルアクリレ
ート、ペンダント不飽和基及びアクリルメラミンとのビニル又はアクリルコポリマー。ポ
リケチミンは、酸触媒の存在下において、ポリアミド及びケトンから調製される。
【０１５７】
　３３．エチレン性不飽和モノマー又はオリゴマー及びポリ不飽和脂肪族オリゴマーを含
む放射線硬化組成物。
【０１５８】
　３４．ＬＳＥ－４１０３（モンサント（Ｍｏｎｓａｎｔｏ））等のエポキシ官能コエー
テル化ハイソリッドメラミン樹脂によって架橋された光安定エポキシ樹脂のようなエポキ
シメラミン樹脂。
【０１５９】
　好ましい有機物質は合成ポリマーであり、最も好ましくは、熱可塑性ポリマーである。
特に好ましい有機物質はポリプロピレン又はポリエチレン等のポリオレフィンである。
【０１６０】
　本発明の安定化された組成物は、塗料、例えば自動車の塗料として有効である。それら
は、プラスチック上の塗料として有効である。それらは、水性ペイントである塗料中に有
効である。
【０１６１】
　本組成物の有機物質はまた、記録材料でもあり得る。
【０１６２】
　本発明に従った記録材料は、感圧複写システム、マイクロカプセルを用いた写真複写シ
ステム、感熱複写システム、写真材料及びインクジェットプリントに適している。
【０１６３】
　本発明に従った記録材料は、特に光に対する耐性に関する、予期しない質の改善によっ
て特徴づけられる。
【０１６４】
　本発明に従った記録材料は、特定の使用のための既知の構成を有する。それらは、慣例
の支持体、例えば、紙又はプラスチックフィルムからなり、そして、一つ又はそれ以上の
層でコートされている。物質の種類に依存して、これらの層は、適当な必要な成分を含み
、写真材料の場合は、例えば、ハロゲン化銀乳濁液、染料カップリング剤、染料等を含む
。インクジェットプリントのために特に適当な材料は、慣例の支持体上にインクのための
特に吸収性の層を有する。未塗布紙もまた、インクジェットプリントのために使用される
ことができる。この場合、紙は、支持体材料として及びインク吸収層として、同時に作用
する。インクジェットプリントのための適当な材料は、例えば、米国特許第５，０７３，
４４８号明細書に記載され、そして、それは、文献としてここに組込まれる。
【０１６５】
　記録材料はまた、例えば、映写フィルムの場合のように透明でもあり得る。
【０１６６】
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　本組成物の有機物質は、インクジェットインクでもあり得る。
【０１６７】
　成分（ｉｉ）に加えて、安定化される組成物は、例えば、以下から選択される更なる慣
用の添加剤を含み得る。
【０１６８】
　１．抗酸化剤
　１．１．アルキル化モノフェノール、
　例えば、２，６－ジ－第三ブチル－４－メチルフェノール、２－第三ブチル－４，６－
ジメチルフェノール、２，６－ジ－第三ブチル－４－エチルフェノール、２，６－ジ－第
三ブチル－４－ｎ－ブチルフェノール、２，６－ジ－第三ブチル－４－イソブチルフェノ
ール、２，６－ジシクロペンチル－４－メチルフェノール、２－（α－メチルシクロヘキ
シル）－４，６－ジメチルフェノール、２，６－ジオクタデシル－４－メチルフェノール
、２，４，６－トリシクロヘキシルフェノール、２，６－ジ－第三ブチル－４－メトキシ
メチルフェノール、線状又は側鎖において分岐したノニルフェノール、例えば、２，６－
ジ－ノニル－４－メチルフェノール、２，４－ジメチル－６－（１－メチル －ウンデシ
－１－イル）－フェノール、２，４－ジメチル－６－（１－メチル －ヘプタデシ－１－
イル）フェノール、２，４－ジメチル－６－（１－メチルトリデシ－１－イル）フェノー
ル及びそれらの混合物。
【０１６９】
　１．２．アルキルチオメチルフェノール、
　例えば、２，４－ジオクチルチオメチル－６－第三ブチルフェノール、２，４－ジオク
チルチオメチル－６－メチルフェノール、２，４－ジオクチルチオメチル－６－エチルフ
ェノール、２，６－ジ－ドデシルチオメチル－４－ノニルフェノール。
【０１７０】
　１．３．ヒドロキノン及びアルキル化ヒドロキノン、
　例えば、２，６－ジ－第三ブチル－４－メトキシフェノール、２，５－ジ－第三ブチル
ヒドロキノン、２，５－ジ－第三アミルヒドロキノン、２，６－ジフェニル－４－オクタ
デシルオキシフェノール、２，６－ジ－第三ブチルヒドロキノン、２，５－ジ－第三ブチ
ル－４－ヒドロキシアニソール、３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシアニソール、
３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニルステアレート、ビス（３，５－ジ－第
三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）アジペート。
【０１７１】
　１．４．トコフェロール、
　例えば、α－トコフェロール、β－トコフェロール、γ－トコフェロール、
δ－トコフェロール及びそれらの混合物（ビタミンＥ）。
【０１７２】
　１．５．ヒドロキシル化チオジフェニルエーテル、
　例えば、２，２’－チオビス（６－第三ブチル－４－メチルフェノール）、２，２’－
チオビス（４－オクチルフェノール）、４，４’－チオビス（６－第三ブチル－３－メチ
ルフェノール）、４，４’－チオビス（６－第三ブチル－２－メチルフェノール）、４，
４’－チオビス（３，６－ジ－第二アミルフェノール）、４，４’－ビス（２，６－ジメ
チル－４－ヒドロキシフェニル）ジスルフィド。
【０１７３】
　１．６．アルキリデンビスフェノール、
　例えば、２，２’－メチレンビス（６－第三ブチル－４－メチルフェノール）、
２，２’－メチレンビス（６－第三ブチル－４－エチルフェノール）、２，２’－メチレ
ンビス［４－メチル－６－（α－メチルシクロヘキシル）－フェノール］、
２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－シクロヘキシルフェノール）、２，２’－メ
チレンビス（６－ノニル－４－メチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４，６－
ジ－第三ブチルフェノール）、２，２’－エチリデンビス（４，６－ジ－第三ブチルフェ
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ノール）、２，２’－エチリデンビス（６－第三ブチル－４－イソブチルフェノール）、
２，２’－メチレンビス［６－（α－メチルベンジル）－４－ノニルフェノール］、２，
２’－メチレンビス［６－（α，α－ジメチルベンジル）－４－ノニルフェノール］、４
，４’－メチレンビス（２，６－ジ－第三ブチルフェノール）、４，４’－メチレンビス
（６－第三ブチル－２－メチルフェノール）、１，１－ビス（５－第三ブチル－４－ヒド
ロキシ－２－メチルフェニル）ブタン、２，６－ビス（３－第三ブチル－５－メチル－２
－ヒドロキシベンジル）－４－メチルフェノール、１，１，３－トリス（５－第三ブチル
－４－ヒドロキシ－２－メチルフェニル）ブタン、１，１－ビス（５－第三ブチル－４－
ヒドロキシ－２－メチルフェニル）－３－ｎ－ドデシルメルカプトブタン、エチレングリ
コールビス［３，３－ビス（３－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）ブチレート］、
ビス（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）ジシクロペンタジエン、
ビス［２－（３’－第三ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－６－第三ブチ
ル－４－メチルフェニル］テレフタレート、１，１－ビス－（３，５－ジメチル－２－ヒ
ドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロパン、２，２－ビス－（５－第三ブチル－４－ヒドロキシ２－メチルフェニ
ル）－４－ｎ－ドデシルメルカプトブタン、１，１，５，５－テトラ（５－第三ブチル－
４－ヒドロキシ－２－メチルフェニル）ペンタン。
【０１７４】
　１．７．ベンジル化合物、
　例えば、３，５，３’，５’－テトラ－第三ブチル－４，４’－ジヒドロキシジベンジ
ルエーテル、オクタデシル－４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルベンジルメルカプトアセ
テート、トリデシル－４－ヒドロキシ－３，５－ジ－第三ブチルベンジルメルカプトアセ
テート、トリス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）アミン、１，３，
５－トリ－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２，４，６－トリメ
チルベンゼン、ジ－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）スルフィド、
３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル－メルカプト－酢酸イソオクチルエス
テル、ビス－（４－第三ブチル－３－ヒドロキシ－２，６－ジメチルベンジル）ジチオー
ルテレフタレート、１，３，５－トリス－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベ
ンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス－（４－第三ブチル－３－ヒドロキシ－
２，６－ジメチルベンジル）イソシアヌレート、３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキ
シベンジル－燐酸ジオクタデシルエステル及び３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシ
ベンジル－燐酸モノエチルエステル、カルシウム塩。
【０１７５】
　１．８．ヒドロキシベンジル化マロネート、
　例えば、ジオクタデシル－２，２－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－２－ヒドロキシベ
ンジル）マロネート、ジ－オクタデシル－２－（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－
メチルベンジル）マロネート、ジドデシルメルカプトエチル－２，２－ビス（３，５－ジ
－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）マロネート、ビス－［４－（１，１，３，３－
テトラメチルブチル）フェニル］－２，２－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロ
キシベンジル）マロネート。
【０１７６】
　１．９．芳香族ヒドロキシベンジル化合物、
　例えば、１，３，５－トリス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－
２，４，６－トリメチルベンゼン、１，４－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロ
キシベンジル）－２，３，５，６－テトラメチルベンゼン、２，４，６－トリス（３，５
－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）フェノール。
【０１７７】
　１．１０．トリアジン化合物、
　例えば、２，４－ビス（オクチルメルカプト）－６－（３，５－ジ－第三ブチル－４－
ヒドロキシアニリノ）－１，３，５－トリアジン、２－オクチルメルカプト－４，６－ビ
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ス（３,５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシアニリノ）－１，３，５－トリアジン、２
－オクチルメルカプト－４，６－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェノ
キシ）－１，３，５－トリアジン、２，４，６－トリス（３，５－ジ－第三ブチル－４－
ヒドロキシフェノキシ）－１，２，３－トリアジン、１，３，５－トリス（３，５－ジ－
第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（４－第
三ブチル－３－ヒドロキシ－２，６－ジメチルベンジル）イソシアヌレート、２，４，６
－トリス－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニルエチル）－１，３，５－
トリアジン、１，３，５－トリス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニルプ
ロピオニル）－ヘキサヒドロ－１，３，５－トリアジン、１，３，５－トリス（３，５－
ジシクロヘキシル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート。
【０１７８】
　１．１１．ベンジルホスホネート、
　例えば、ジメチル－２，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、
ジエチル－３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、ジオクタデ
シル－３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、ジオクタデシル
－５－第三ブチル－４－ヒドロキシ－３－メチルベンジルホスホネート、３，５－ジ－第
三ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホン酸のモノエチルエステルのカルシウム塩。
【０１７９】
　１．１２．アシルアミノフェノール、
　例えば、４－ヒドロキシラウリン酸アニリド、４－ヒドロキシステリン酸アニリド、２
，４－ビス－オクチルメルカプト－６－（３，５－第三ブチル－４－ヒドロキシアニリノ
）－ｓ－トリアジン及びオクチル－Ｎ－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）カルバメート。
【０１８０】
　１．１３．β－（３,５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸の
エステルであって、一価又は多価アルコール、例えば、
　メタノール、エタノール、ｎ－オクタノール、ｉ－オクタノール、オクタデカノール、
１，６－ヘキサンジオール、１，９－ノナンジオール、エチレングリコール、１，２－プ
ロパンジオール、ネオペンチルグリコール、チオジエチレングリコール、ジエチレングリ
コール、トリエチレングリコール、ペンタエリトリトール、トリス（ヒドロキシエチル）
イソシアヌレート、Ｎ，Ｎ’－ビス（ヒドロキシエチル）オキサミド、３－チアウンデカ
ノール、３－チアペンタデカノール、トリメチルヘキサンジオール、トリメチロールプロ
パン、４－ヒドロキシメチル－１－ホスファ－２，６，７－トリオキサビシクロ［２．２
．２］オクタンとのエステル。
【０１８１】
　１．１４．β－（５－第三ブチル－４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロピオン
酸のエステルであって、一価または多価アルコール、例えば、
　メタノール、エタノール、ｎ－オクタノール、ｉ－オクタノール、オクタデカノール、
１，６－ヘキサンジオール、１，９－ノナンジオール、エチレングリコール、１，２－プ
ロパンジオール、ネオペンチルグリコール、チオジエチレングリコール、ジエチレングリ
コール、トリエチレングリコール、ペンタエリトリトール、トリス（ヒドロキシエチル）
イソシアヌレート、Ｎ，Ｎ’－ビス（ヒドロキシエチル）オキサミド、３－チアウンデカ
ノール、３－チアペンタデカノール、トリメチルヘキサンジオール、トリメチロールプロ
パン、４－ヒドロキシメチル－１－ホスファ－２，６，７－トリオキサビシクロ［２．２
．２］オクタン。
【０１８２】
  １．１５．β－（３，５－ジシクロヘキシル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸
のエステルであって、一価又は多価アルコール、例えば、
　メタノール、エタノール、オクタノール、オクタデカノール、１，６－ヘキサンジオー
ル、１，９－ノナンジオール、エチレングリコール、１，２－プロパンジオール、ネオペ
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ンチルグリコール、チオジエチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレング
リコール、ペンタエリトリトール、トリス（ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、Ｎ，
Ｎ’－ビス（ヒドロキシエチル）－オキサミド、３－チアウンデカノール、３－チアペン
タデカノール、トリメチルヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、４－ヒドロキシ
メチル－１－ホスファ－２，６，７－トリオキサビシクロ［２．２．２］オクタンとのエ
ステル。
【０１８３】
　１．１６．３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル酢酸のエステルであって
、一価又は多価アルコール、例えば、
　メタノール、エタノール、オクタノール、オクタデカノール、１，６－ヘキサンジオー
ル、１，９－ノナンジオール、エチレングリコール、１，２－プロパンジオール、ネオペ
ンチルグリコール、チオジエチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレング
リコール、ペンタエリトリトール、トリス（ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、Ｎ，
Ｎ’－ビス（ヒドロキシエチル）オキサミド、３－チアウンデカノール、３－チアペンタ
デカノール、トリメチルヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、４－ヒドロキシメ
チル－１－ホスファ－２，６，７－トリオキサビシクロ［２．２．２］オクタンとのエス
テル。
【０１８４】
　１．１７．β－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸の
アミド、例えば、
　Ｎ，Ｎ’－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニルプロピオニル）ヘ
キサメチレンジアミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェ
ニルプロピオニル）トリメチレンジアミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－
４－ヒドロキシフェニルプロピオニル）ヒドラジド、Ｎ，Ｎ’－ビス［２－（３－［３，
５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル］プロピオニルオキシ）エチル］オキサミ
ド（ユニロイヤル社製ナウガード（登録商標：Ｎａｕｇａｒｄ）ＸＬ－１）。
【０１８５】
　１．１８．アスコルビン酸（ビタミンＣ）
【０１８６】
　１．１９．アミン系抗酸化剤、
　例えば、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－第二
ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（１，４－ジメチルペンチル）－ｐ－
フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（１－エチル－３－メチルペンチル）－ｐ－フェニ
レンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（１－メチル－ヘプチル）－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ
，Ｎ’－ジシクロヘキシル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－ｐ－フェ
ニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（２－ナフチル）－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－イソ
プロピル－Ｎ’－フェニル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－（１，３－ジメチルブチル）
－Ｎ’－フェニル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－（１－メチルヘプチル）－Ｎ’－フェ
ニル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ’－フェニル－ｐ－フェニレン
ジアミン、４－（ｐ－トルエンスルファモイル）ジフェニルアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル
－Ｎ，Ｎ’－ジ－第二ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、ジフェニルアミン、Ｎ－アリル
ジフェニルアミン、４－イソプロポキシジフェニルアミン、Ｎ－フェニル－１－ナフチル
アミン、Ｎ－（４－第三オクチルフェニル）－１－ナフチルアミン、Ｎ－フェニル－２－
ナフチルアミン、オクチル化ジフェニルアミン、例えばｐ，ｐ’－ジ－第三オクチルジフ
ェニルアミン、４－ｎ－ブチルアミノフェノール、４－ブチリルアミノフェノール、４－
ノナノイルアミノフェノール、４－ドデカノイルアミノフェノール、４－オクタデカノイ
ルアミノフェノール、ビス（４－メトキシフェニル）アミン、２，６－ジ－第三ブチル－
４－ジメチルアミノメチルフェノール、２，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’
－ジアミノジフェニルメタン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－４，４’－ジアミノ
ジフェニルメタン、１，２－ビス［（２－メチルフェニル）アミノ］エタン、１，２－ビ
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ス（フェニルアミノ）プロパン、（ｏ－トリル）ビグアニド、ビス［４－（１’，３’－
ジメチルブチル）フェニル］アミン、第三オクチル化Ｎ－フェニル－１－ナフチルアミン
、モノ－及びジアルキル化第三ブチル／第三オクチルジフェニルアミンの混合物、モノ－
及びジアルキル化ノニルジフェニルアミンの混合物、モノ－及びジアルキル化ドデシルジ
フェニルアミンの混合物、モノ－及びジアルキル化イソプロピル／イソヘキシルジフェニ
ルアミンの混合物、モノ－及びジアルキル化第三ブチルジフェニルアミンの混合物、２，
３－ジヒドロ－３，３－ジメチル－４Ｈ－１，４－ベンゾチアジン、フェノチアジン、モ
ノ－及びジアルキル化第三ブチル／第三オクチルフェノチアジンの混合物、モノ－及びジ
アルキル化第三オクチルフェノチアジンの混合物、Ｎ－アリルフェノチアジン、Ｎ，Ｎ，
Ｎ’，Ｎ’－テトラフェニル－１，４－ジアミノブテ－２－エン、Ｎ，Ｎ－ビス（２，２
，６，６－テトラメチルピペリジ－４－イル－ヘキサメチレンジアミン、ビス（２，２，
６，６－テトラメチルピペリジ－４－イル）セバケート、２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジノ－４－オン、２，２，６，６－テトラメチルピペリジノ－４－オール。
【０１８７】
　２．ＵＶ吸収剤及び光安定剤
　２．１．２－（２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、
　既知の市販のヒドロキシフェニル－２Ｈ－ベンゾトリアゾール及び例えば、２－（２－
ヒドロキシ－５－メチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－第
三ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキ
シ－５－第三ブチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－５
－第三オクチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５－クロロ－２－（３，５－ジ
－第三ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５－クロロ－２
－（３－第三ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾー
ル、２－（３－第二ブチル－５－第三ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－４－オクチルオキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾト
リアゾール、２－（３，５－ジ－第三アミル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール、２－（３，５－ビス－α－クミル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベ
ンゾトリアゾール、２－（３－第三ブチル－２－ヒドロキシ－５－（２－（ω－ヒドロキ
シ－オクタ－（エチレンオキシ）カルボニル－エチル）－，フェニル）－２Ｈ－ベンゾト
リアゾール、２－（３－ドデシル－２－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）－２Ｈ－ベン
ゾトリアゾール、２－（３－第三ブチル－２－ヒドロキシ－５－（２－オクチルオキシカ
ルボニル）エチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、ドデシル化２－（２－ヒドロ
キシ－５－メチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３－第三ブチル－２－
ヒドロキシ－５－（２－オクチルオキシカルボニルエチル）フェニル）－５－クロロ－２
Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３－第三ブチル－５－（２－（２－エチルヘキシルオキ
シ）－カルボニルエチル）－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリ
アゾール、２－（３－第三ブチル－２－ヒドロキシ－５－（２－メトキシカルボニルエチ
ル）フェニル）－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３－第三ブチル－２－
ヒドロキシ－５－（２－メトキシカルボニルエチル）フェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾ
ール、２－（３－第三ブチル－５－（２－（２－エチルヘキシルオキシ）カルボニルエチ
ル）－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３－第三ブチル－
２－ヒドロキシ－５－（２－イソオクチルオキシカルボニルエチル）フェニル－２Ｈ－ベ
ンゾトリアゾール、２，２’－メチレン－ビス（４－第三オクチル－（６－２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール－２－イル）フェノール）、２－（２－ヒドロキシ－３－α－クミル－５－
第三オクチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－第三
オクチル－５－α－クミルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５－フルオロ－２－
（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－α－クミルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５
－クロロ－２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－α－クミルフェニル）－２Ｈ－ベンゾト
リアゾール、５－クロロ－２－（２－ヒドロキシ－３－α－クミル－５－第三オクチルフ
ェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３－第三ブチル－２－ヒドロキシ－５－（
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２－イソオクチルオキシカルボニルエチル）フェニル）－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリ
アゾール、５－トリフルオルメチル－２－（２－ヒドロキシ－３－α－クミル－５－第三
オクチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５－トリフルオロメチル－２－（２－
ヒドロキシ－５－第三オクチル－フェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５－トリフル
オロメチル－２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－第三オクチルフェニル）－２Ｈ－ベン
ゾトリアゾール、メチル３－（５－トリフルオロメチル－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２
－イル）－５－第三ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナメート、５－ブチルスルホニル
－２－（２－ヒドロキシ－３－α－クミル－５－第三オクチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール、５－トリフルオロメチル－２－（２－ヒドロキシ－３－α－クミル－５－
第三ブチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５－トリフルオロメチル－２－（２
－ヒドロキシ－３，５－ジ－第三ブチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、５－ト
リフルオロメチル－２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－α－クミルフェニル）－２Ｈ－
ベンゾトリアゾール、５－ブチルスルホニル－２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－第三
ブチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール及び ５－フェニルスルホニル－２－（２
－ヒドロキシ－３，５－ジ－第三ブチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール等の米国
特許第３，００４，８９６号明細書、米国特許第３，０５５，８９６号明細書、米国特許
第３，０７２，５８５号明細書、米国特許第３，０７４，９１０号明細書、米国特許第３
，１８９，６１５号明細書、米国特許第３，２１８，３３２号明細書、米国特許第３，２
３０，１９４号明細書、米国特許第４，１２７，５８６号明細書、米国特許第４，２２６
，７６３号明細書、米国特許第４，２７５，００４号明細書、米国特許第４，２７８，５
８９号明細書、米国特許第４，３１５，８４８号明細書、米国特許第４，３４７，１８０
号明細書、米国特許第４，３８３，８６３号明細書、米国特許第４，６７５，３５２号明
細書、米国特許第４，６８１，９０５号明細書、米国特許第４，８５３，４７１号明細書
、米国特許第５，２６８，４５０号明細書、米国特許第５，２７８，３１４号明細書、米
国特許第５，２８０，１２４号明細書、米国特許第５，３１９，０９１号明細書、米国特
許第５，４１０，０７１号明細書、米国特許第５，４３６，３４９号明細書、米国特許第
５，５１６，９１４号明細書、米国特許第５，５５４，７６０号明細書、米国特許第５，
５６３，２４２号明細書、米国特許第５，５７４，１６６号明細書、米国特許第５，６０
７，９８７号明細書、米国特許第５，９７７，２１９号明細書及び米国特許第６，１６６
，２１８号明細書に開示されたようなベンゾトリアゾール。
【０１８８】
　２．２．２－ヒドロキシベンゾフェノン、
　例えば、４－ヒドロキシ、４－メトキシ、４－オクチルオキシ、４－デシルオキシ、４
－ドデシルオキシ、４－ベンジルオキシ、４，２’，４’－トリヒドロキシ及び２’－ヒ
ドロキシ－４，４’－ジメトキシ誘導体。
【０１８９】
　２．３．置換された及び非置換の安息香酸のエステル、
　例えば、４－第三ブチル－フェニルサリチレート、フェニルサリチレート、オクチルフ
ェニルサリチレート、ジベンゾイルレゾルシノール、ビス（４－第三ブチルベンゾイル）
レゾルシノール、ベンゾイルレゾルシノール、２，４－ジ－第三ブチルフェニル３，５－
ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、ヘキサデシル３，５－ジ－第三ブチル－
４－ヒドロキシベンゾエート、オクタデシル３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベ
ンゾエート、２－メチル－４，６－ジ－第三ブチルフェニル３，５－ジ－第三ブチル－４
－ヒドロキシベンゾエート。
【０１９０】
　２．４．アクリレート及びマロネート、
　例えば、α－シアノ－β，β－ジフェニルアクリル酸エチルエステル又はイソオクチル
エステル、α－カルボメトキシ－桂皮酸メチルエステル、α－シアノ－β－メチル－ｐ－
メトキシ－桂皮酸メチルエステル又はブチルエステル、α－カルボメトキシ－ｐ－メトキ
シ－桂皮酸メチルエステル、Ｎ－（β－カルボメトキシ－β－シアノビニル）－２－メチ
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ル－インドリン、サンデュボアー（登録商標：Ｓａｎｄｕｖｏｒ）ＰＲ２５、ジメチルｐ
－メトキシベンジリデンマロネート（ＣＡＳ＃７４４３－２５－６）、及びサンデュボア
ー（登録商標：Ｓａｎｄｕｖｏｒ）ＰＲ３１、ジ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル
ピペリジン－４－イル）ｐ－メトキシベンジリデンマロネート（ＣＡＳ＃１４７７８３－
６９－５）。
【０１９１】
　２．５．ニッケル化合物、
　例えば、ｎ－ブチルアミン、トリエタノールアミン又はＮ－シクロヘキシルジエタノー
ルアミンのような他の配位子を伴うか又は伴わない１：１又は１：２錯体のような２，２
’－チオビス－［４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）フェノール］のニッケル
錯体、ニッケルジブチルジチオカルバメート、モノアルキルエステルのニッケル塩、例え
ば４－ヒドロキシ－３，５－ジ－第三ブチルベンジルホスホン酸のメチル又はエチルエス
テル、ケトキシム、例えば２－ヒドロキシ－４－メチルフェニル－ウンデシルケトキシム
のニッケル錯体、他の配位子を伴うか又は伴わない１－フェニル－４－ラウロイル－５－
ヒドロキシピラゾールのニッケル錯体。
【０１９２】
　２．６．立体障害アミン安定剤、
　例えば、４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－アリル－４
－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－ベンジル－４－ヒドロキ
シ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－
４－ピペリジル）セバケート、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）
スクシネート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート
、ビス（１－オクチルオキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケ
ート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）ｎ－ブチル－３，５
－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシベンジルマロネート、１－（２－ヒドロキシエチル）
－２，２，６，６－テトラメチル－４－ヒドロキシピペリジンとコハク酸の縮合物、Ｎ，
Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ヘキサメチレンジアミン
と４－第三オクチルアミノ－２，６－ジクロロ－１，３，５－トリアジンの線状又は環状
縮合物、トリス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ニトリロトリアセテ
ート、テトラキス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－１，２，３，４
－ブタンテトラカルボキシレート、１，１’－（１，２－エタンジイル）－ビス（３，３
，５，５－テトラメチルピペラジノン）、４－ベンゾイル－２，２，６，６－テトラメチ
ルピペリジン、４－ステアリルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、ビス
（１，２，２，６，６－ペンタメチルピペリジル）－２－ｎ－ブチル－２－（２－ヒドロ
キシ－３，５－ジ－第三ブチルベンジル）マロネート、３－ｎ－オクチル－７，７，９，
９－テトラメチル－１，３，８－トリアザスピロ［４．５］デカン－２，４－ジオン、ビ
ス（１－オクチルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジル）セバケート、ビス
（１－オクチルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジル）スクシネート、Ｎ，
Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－ヘキサメチレンジアミ
ンと４－モルホリノ－２，６－ジクロロ－１，３，５－トリアジンの線状又は環状縮合物
、２－クロロ－４，６－ビス（４－ｎ－ブチルアミノ－２，２，６，６－テトラメチルピ
ペリジル）－１，３，５－トリアジンと１，２－ビス（３－アミノプロピルアミノ）エタ
ンの縮合物、２－クロロ－４，６－ジ－（４－ｎ－ブチルアミノ－１，２，２，６，６－
ペンタメチルピペリジル）－１，３，５－トリアジンと１，２－ビス－（３－アミノプロ
ピルアミノ）エタンの縮合物、８－アセチル－３－ドデシル－７，７，９，９－テトラメ
チル－１，３，８－トリアザスピロ［４．５］デカン－２，４－ジオン、３－ドデシル－
１－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ピロリジン－２，５－ジオン、
３－ドデシル－１－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）ピロリジン
－２，５－ジオン、４－ヘキサデシルオキシ－と４－ステアリルオキシ－２，２，６，６
－テトラメチルピペリジンの混合物、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－
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４－ピペリジル）ヘキサメチレンジアミンと４－シクロヘキシルアミノ－２，６－ジクロ
ロ－１，３，５－トリアジンの縮合生成物、１，２－ビス（３－アミノプロピルアミノ）
エタンと２，４，６－トリクロロ－１，３，５－トリアジン並びに４－ブチルアミノ－２
，２，６，６－テトラメチルピペリジンの縮合生成物（ＣＡＳ　Ｒｅｇ．Ｎｏ．［１３６
５０４－９６－６］）；Ｎ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－ｎ－
ドデシルスクシンイミド、Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）
－ｎ－ドデシルスクシンイミド、２－ウンデシル－７，７，９，９－テトラメチル－１－
オキサ－３，８－ジアザ－４－オキソ－スピロ［４．５］デカン、７，７，９，９－テト
ラメチル－２－シクロウンデシル－１－オキサ－３，８－ジアザ－４－オキソ－スピロ［
４．５］デカンとエピクロロヒドリンの反応生成物、１，１－ビス（１，２，２，６，６
－ペンタメチル－４－ピペリジルオキシカルボニル）－２－（４－メトキシフェニル）エ
テン、Ｎ，Ｎ’－ビス－ホルミル－Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４
－ピペリジル）ヘキサメチレンジアミン、４－メトキシメチレンマロン酸と１，２，２，
６，６－ペンタメチル－４－ヒドロキシピペリジンとのジエステル、ポリ［メチルプロピ
ル－３－オキシ－４－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）］シロキサン
、マレイン酸無水物－α－オレフィンコポリマーと２，２，６，６－テトラメチル－４－
アミノピペリジン又は１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－アミノピペリジンとの反
応生成物。
【０１９３】
　立体障害アミンはまた、英国特許出願公開第２３０１１０６号明細書において、成分Ｉ
－ａ）、Ｉ－ｂ）、Ｉ－ｃ）、Ｉ－ｄ）、Ｉ－ｅ）、Ｉ－ｆ）、Ｉ－ｇ）、Ｉ－Ｈ）、Ｉ
－ｉ）、Ｉ－ｊ）、Ｉ－ｋ）又はＩ－ｌ）として記載された化合物の一つでもあり得り、
特に、前記英国特許出願公開第２３０１１０６号明細書の６８ないし７３頁に列挙された
光安定剤１－ａ－１、１－ａ－２、１－ｂ－１、１－ｃ－１、１－ｃ－２、１－ｄ－１、
１－ｄ－２、１－ｄ－３、１－ｅ－１、１－ｆ－１、１－ｇ－１、１－ｇ－２又は１－ｋ
－１の一つであり得る。
【０１９４】
　立体障害アミンはまた、欧州特許第７８２９９４号明細書において記載された化合物、
例えば、その中の請求項１０又は３８、もしくは実施例１ないし１２又はＤ－１ないしＤ
－５に記載された化合物の一つでもあり得る。
【０１９５】
　２．７．ヒドロキシ置換アルコキシ基によって、Ｎ－原子上を置換された立体障害アミ
ン、
　例えば、１－（２－ヒドロキシ－２－メチルプロポキシ）－４－オクタデカノイルオキ
シ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－（２－ヒドロキシ－２－メチルプロ
ポキシ）－４－ヘキサデカノイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１
－オキシル－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンと第三アミルア
ルコールからの炭素基との反応生成物、１－（２－ヒドロキシ－２－メチルプロポキシ）
－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、 １－（２－ヒドロキシ
－２－メチルプロポキシ）－４－オキソ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、ビ
ス（１－（２－ヒドロキシ－２－メチルプロポキシ）－２，２，６，６－テトラメチルピ
ペリジン－４－イル）セバケート、ビス（１－（２－ヒドロキシ－２－メチルプロポキシ
）－２，２，６，６－テトラメチルピぺリジン－４－イル）アジペート、ビス（１－（２
－ヒドロキシ－２－メチルプロポキシ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４
－イル）スクシネート、ビス（１－（２－ヒドロキシ－２－メチルプロポキシ）－２，２
，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）グルタレート及び２，４－ビス[Ｎ－[１
－（２－ヒドロキシ－２－メチルプロポキシ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジ
ン－４－イル]－Ｎ－ブチルアミノ]－６－（２－ヒドロキシエチルアミノ）－ｓ－トリア
ジン等の化合物。
【０１９６】
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　２．８．オキサミド、
　例えば、４，４’－ジオクチルオキシオキサニリド、２，２’－ジエトキシオキサニリ
ド、２，２’－ジオクチルオキシ－５，５’－ジ－第三ブトキサニリド、２，２’－ジド
デシルオキシ－５，５’－ジ－第三ブトキサニリド、２－エトキシ－２’－エチルオキサ
ニリド、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－ジメチルアミノプロピル）オキサミド、２－エトキシ－５
－第三ブチル－２’－エトキサニリド及びその２－エトキシ－２’－エチル－５，４’－
ジ－第三ブトキサニリドとの混合物、ｏ－及びｐ－メトキシ－二置換オキサニリドの混合
物及びｏ－及びｐ－エトキシ－二置換オキサニリドの混合物。
【０１９７】
　２．９．トリス－アリール－ｏ－ヒドロキシフェニル－ｓ－トリアジン、
　既知の市販のトリス－アリール－ｏ－ヒドロキシフェニル－ｓ－トリアジン及び例えば
、国際出願第９６／２８４３１号パンフレット、欧州特許第４３４６０８号明細書、欧州
特許第９４１９８９号明細書、英国特許第２，３１７，８９３号明細書、米国特許第３，
８４３，３７１号明細書、米国特許第４，６１９，９５６号明細書、米国特許第４，７４
０，５４２号明細書、米国特許第５，０９６，４８９号明細書、米国特許第５，１０６，
８９１号明細書、米国特許第５，２９８，０６７号明細書、米国特許第５，３００，４１
４号明細書、米国特許第５，３５４，７９４号明細書、米国特許第５，４６１，１５１号
明細書、米国特許第５，４７６，９３７号明細書、米国特許第５，４８９，５０３号明細
書、米国特許第５，５４３，５１８号明細書、米国特許第５，５５６，９７３号明細書、
米国特許第５，５９７，８５４号明細書、米国特許第５，６８１，９５５号明細書、米国
特許第５，７２６，３０９号明細書、米国特許第５，９４２，６２６号明細書、米国特許
第５，９５９，００８号明細書、米国特許第５，９９８，１１６号明細書及び米国特許第
６，０１３，７０４号明細書、及び米国特許出願第０９／３８３，１６３号に開示されて
いるようなトリアジン、例えば、４，６－ビス－（２，４－ジメチルフェニル）－２－（
２－ヒドロキシ－４－オクチルオキシフェニル）－ｓ－トリアジン、シアソルブ（登録商
標：Ｃｙａｓｏｒｂ）１１６４，サイテック社、４，６－ビス－（２，４－ジメチルフェ
ニル）－２－（２，４－ジヒドロキシフェニル）－ｓ－トリアジン、 ２，４－ビス（２
，４－ジヒドロキシフェニル）－６－（４－クロロフェニル）－ｓ－トリアジン、２，４
－ビス［２－ヒドロキシ－４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－６－（４－クロ
ロフェニル）－ｓ－トリアジン、２，４－ビス［２－ヒドロキシ－４－（２－ヒドロキシ
－４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－６－（２，４－ジメチルフェニル）－ｓ
－トリアジン、２，４－ビス［２－ヒドロキシ－４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニ
ル］－６－（４－ブロモフェニル）－ｓ－トリアジン、２，４－ビス［２－ヒドロキシ－
４－（２－アセトキシエトキシ）フェニル］－６－（４－クロロフェニル）－ｓ－トリア
ジン、２，４－ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）－６－（２，４－ジメチルフェニ
ル）－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（４－ビフェニルイル）－６－（２－ヒドロキシ－
４－オクチルオキシカルボニルエチリデンオキシフェニル）－ｓ－トリアジン、 ２－フ
ェニル－４－［２－ヒドロキシ－４－（３－第二ブチルオキシ－２－ヒドロキシプロピル
オキシ）フェニル］－６－［２－ヒドロキシ－４－（３－第二アミルオキシ－２－ヒドロ
キシプロピルオキシ）フェニル］－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（２，４－ジメチルフ
ェニル）－６－［２－ヒドロキシ－４－（３－ベンジルオキシ－２－ヒドロキシプロピル
オキシ）フェニル］－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（２－ヒドロキシ－４－ｎ－ブチル
オキシフェニル）－６－（２，４－ジ－ｎ－ブチルオキシフェニル）－ｓ－トリアジン、
２，４－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－６－［２－ヒドロキシ－４－（３－ノニル
オキシ*－２－ヒドロキシプロピルオキシ）－５－α－クミルフェニル］－ｓ－トリアジ
ン（*は、オクチルオキシ基、ノニルオキシ基及びデシルオキシ基の混合物を表わす）、
メチレンビス－｛２，４－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－６－［２－ヒドロキシ－
４－（３－ブチルオキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル］－ｓ－トリアジン｝、
５：４：１の比において、３：５’、５：５’及び３：３’位を架橋されたメチレン架橋
二量体混合物、２，４，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－イソオクチルオキシカルボニ
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ルフェニル）－６－（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオキシ－５－α－クミルフェニル）
－ｓ－トリアジン、２－（２，４，６－トリメチルフェニル）－４，６－ビス［２－ヒド
ロキシ－４－（３－ブチルオキシ－２－ヒドロキシプロピルオキシ）フェニル］－ｓ－ト
リアジン、２，４，６－トリス［２－ヒドロキシ－４－（３－第二ブチルオキシ－２－ヒ
ドロキシプロピルオキシ）フェニル］－ｓ－トリアジン、４，６－ビス－（２，４－ジメ
チルフェニル）－２－（２－ヒドロキシ－４－（３－ドデシルオキシ－２－ヒドロキシプ
ロポキシ）－フェニル）－ｓ－トリアジンと４，６－ビス－（２，４－ジメチルフェニル
）－２－（２－ヒドロキシ－４－（３－トリデシルオキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）
－フェニル）－ｓ－トリアジンの混合物、チヌビン（登録商標：Ｔｉｎｕｖｉｎ）４００
，チバ　スペシャルティ　ケミカルズ社、４，６－ビス－（２，４－ジメチルフェニル）
－２－（２－ヒドロキシ－４－（３－（２－エチルヘキシルオキシ）－２－ヒドロキシプ
ロポキシ）－フェニル）－ｓ－トリアジン及び４，６－ジフェニル－２－（４－ヘキシル
オキシ－２－ヒドロキシフェニル）－ｓ－トリアジン。
【０１９８】
　３．金属奪活剤、
　例えば、Ｎ，Ｎ’－ジフェニルオキサミド、Ｎ－サリチラル－Ｎ’－サリチロイル－ヒ
ドラジン、Ｎ，Ｎ’－ビス（サリチロイル）ヒドラジン、Ｎ，Ｎ’－ビス（３，５－ジ－
第三ブチル－４－ヒドロキシフェニルプロピオニル）ヒドラジン、３－サリチロイルアミ
ノ－１，２，４－トリアゾール、ビス（ベンジリデン）オキサリルジヒドラジド、オキサ
ニリド、イソフタロイルジヒドラジド、セバコイルビスフェニルヒドラジド、Ｎ，Ｎ’－
ジアセチルアジポイルジヒドラジド、Ｎ，Ｎ’－ビス（サリチロイル）オキサリルジヒド
ラジド、Ｎ，Ｎ’－ビス（サリチロイル）チオプロピオニルジヒドラジド。
【０１９９】
　４．ホスフィット及びホスホニット、
　例えば、トリフェニルホスフィット、ジフェニルアルキルホスフィット、フェニルジア
ルキルホスフィット、トリス（ノニルフェニル）ホスフィット、トリラウリルホスフィッ
ト、トリオクタデシルホスフィット、ジステアリルペンタエリトリトールジホスフィット
、トリス（２，４－ジ－第三ブチルフェニル）ホスフィット、ジイソデシルペンタエリト
リトールジホスフィット、ビス（２，４－ジ－第三ブチルフェニル）ペンタエリトリトー
ルジホスフィット、ビス（２，６－ジ－第三ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリト
リトールジホスフィット、ジイソデシルオキシペンタエリトリトールジホスフィット、ビ
ス（２，４－ジ－第三ブチル－６－メチルフェニル）ペンタエリトリトールジホスフィッ
ト、ビス（２，４，６－トリス（第三ブチルフェニル）ペンタエリトリトールジホスフィ
ット、トリステアリルソルビトールトリホスフィット、テトラキス（２，４－ジ－第三ブ
チルフェニル）４，４’－ビフェニレンジホスホニット、６－イソオクチルオキシ－２，
４，８，１０－テトラ－第三ブチル－ジベンゾ［ｄ，ｇ］［１，３，２］ジオキサホスフ
ェピン（ｄｉｏｘａｐＨｏｓｐＨｅｐｉｎ）、６－フルオロ－２，４，８，１０－テトラ
－第三ブチル－１２－メチル－ジベンゾ［ｄ，ｇ］［１，３，２］ジオキサホスホシン、
ビス（２，４－ジ－第三ブチル－６－メチルフェニル）メチルホスフィット、ビス（２，
４－ジ－第三ブチル－６－メチルフェニル）エチルホスフィット、２，２’，２”－ニト
リロ［トリエチルトリス（３，３’，５，５’－テトラ－第三ブチル－１，１’－ビフェ
ニル－２，２’－ジイル）－ホスフィット］、２－エチルヘキシル（３，３’，５，５’
－テトラ－第三ブチル－１，１’－ビフェニル－２，２’－ジイル）ホスフィット。
【０２００】
　特に好ましいのは、以下のホスフィットである：
　トリス（２，４－ジ－第三ブチルフェニル）ホスフィット（イルガフォス１６８（登録
商標：Ｉｒｇａｆｏｓ）、チバ－スペシャルティ　ケミカルズ社）、トリス（ノニルフェ
ニル）ホスフィット、
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【化３５】

。
【０２０１】
　５．ヒドロキシルアミン、
　例えば、Ｎ，Ｎ－ジベンジルヒドロキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルヒドロキシルアミ
ン、Ｎ，Ｎ－ジオクチルヒドロキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジラウリルヒドロキシルアミン、
Ｎ，Ｎ－ジテトラデシルヒドロキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジヘキサデシルヒドロキシルアミ
ン、Ｎ，Ｎ－ジオクタデシルヒドロキシルアミン、Ｎ－ヘキサデシル－Ｎ－オクタデシル
ヒドロキシルアミン、Ｎ－ヘプタデシル－Ｎ－オクタデシルヒドロキシルアミン、Ｎ－メ
チル－Ｎ－オクタデシルヒドロキシルアミン及び水素化牛脂アミンから誘導されたＮ，Ｎ
－ジアルキルヒドロキシルアミン。
【０２０２】
　６．ニトロン、
　例えば、Ｎ－ベンジル－α－フェニルニトロン、Ｎ－エチル－α－メチルニトロン、Ｎ
－オクチル－α－ヘプチルニトロン、Ｎ－ラウリル－α－ウンデシルニトロン、Ｎ－テト
ラデシル－α－トリデシルニトロン、Ｎ－ヘキサデシル－α－ペンタデシルニトロン、Ｎ
－オクタデシル－α－ヘプタデシルニトロン、Ｎ－ヘキサデシル－α－ヘプタデシルニト
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ロン、Ｎ－オクタデシル－α－ペンタデシルニトロン、Ｎ－ヘプタデシル－α－ヘプタデ
シルニトロン、Ｎ－オクタデシル－α－ヘキサデシルニトロン、Ｎ－メチル－α－ヘプタ
デシルニトロン、及び水素化牛脂アミンから誘導されたＮ，Ｎ－ジアルキルヒドロキシル
アミンから誘導されたニトロン。
【０２０３】
　７．アミンオキシド、
　例えば、米国特許第５，８８４，０２９号明細書及び米国特許第５，８８０，１９１号
明細書に開示されているようなアミンオキシド誘導体、ジデシルメチルアミンオキシド、
トリデシルアミンオキシド、トリドデシルアミンオキシド及びトリヘキサデシルアミンオ
キシド。
【０２０４】
　８．ベンゾフラノン及びインドリノン、
　例えば、米国特許第４，３２５，８６３号明細書、米国特許第４，３３８，２４４号明
細書、米国特許第５，１７５，３１２号明細書、米国特許第５，２１６，０５２号明細書
、米国特許第５，２５２，６４３号明細書、独国特許出願公開第４３１６６１１号明細書
、独国特許出願公開第４３１６６２２号明細書、独国特許出願公開第４３１６８７６号明
細書、欧州特許出願公開第０５８９８３９号明細書又は欧州特許出願公開第０５９１１０
２号明細書に開示されるもの、又は３－［４－（２－アセトキシエトキシ）フェニル］－
５，７－ジ－第三ブチル－ベンゾフラノ－２－オン、５，７－ジ－第三ブチル－３－［４
－（２－ステアロイルオキシエトキシ）フェニル］ベンゾフラノ－２－オン、３，３’－
ビス［５，７－ジ－第三ブチル－３－（４－［２－ヒドロキシエトキシ］フェニル）ベン
ゾフラノ－２－オン］、５，７－ジ－第三ブチル－３－（４－エトキシフェニル）ベンゾ
フラノ－２－オン、３－（４－アセトキシ－３，５－ジメチルフェニル）－５，７－ジ－
第三ブチルベンゾフラノ－２－オン、３－（３，５－ジメチル－４－ピバロイルオキシフ
ェニル）－５，７－ジ－第三ブチルベンゾフラノ－２－オン、３－（３，４－ジメチルフ
ェニル）－５，７－ジ－第三ブチルベンゾフラノ－２－オン、イルガノクス（登録商標：
Ｉｒｇａｎｏｘ）ＨＰ－１３６，チバ　スペシャルティ　ケミカルズ社、及び３－（２，
３－ジメチルフェニル）－５，７－ジ－第三ブチルベンゾフラノ－２－オン。
【０２０５】
　９．チオ相乗剤、
　例えば、ジラウリルチオジプロピオン酸塩又はジステアリルチオジプロピオン酸塩。
【０２０６】
　１０．過酸化物捕捉剤、
　例えば、β－チオジプロピオン酸のエステル、例えば、ラウリル、ステアリル、ミリス
チル又はトリデシルエステル、メルカプトベンズイミダゾール又は２－メルカプトベンズ
イミダゾールの亜鉛塩、亜鉛ジブチルジチオカルバメート、ジオクタデシルジスルフィド
、ペンタエリトリトールテトラキス（β－ドデシルメルカプト）プロピオネート。
【０２０７】
　１１．ポリアミド安定剤
　例えば、ヨウ化物及び／又はリン化合物と組み合わせた銅塩及び二価マンガンの塩。
【０２０８】
　１２．塩基性補助安定剤
　例えば、メラミン、ポリビニルピロリドン、ジシアンジアミド、トリアリルシアヌレー
ト、尿素誘導体、ヒドラジン誘導体、アミン、ポリアミド、ポリウレタン、高級脂肪酸の
アルカリ金属塩及びアルカリ土類金属塩、例えばカルシウムステアレート、亜鉛ステアレ
ート、マグネシウムベヘネート、マグネシウムステアレート、ナトリウムリシノレート及
びカリウムパルミテート、アンチモンピロカテコレート又は亜鉛ピロカテコレート。
【０２０９】
　１３．核剤、
　例えば、タルクのような無機物質、二酸化チタン、酸化マグネシウムのような金属酸化
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物、好ましくはアルカリ土類金属のホスフェート、炭酸塩又は硫酸塩；モノ－又はポリカ
ルボン酸のような有機化合物及びそれらの塩、例えば、４－第三ブチル安息香酸、アジピ
ン酸、ジフェニル酢酸、コハク酸ナトリウム又は安息香酸ナトリウム；イオンコポリマー
（アイオノマー）のようなポリマー化合物。
【０２１０】
　１４．充填剤及び強化剤、
　例えば、炭酸カルシウム、シリケート、ガラス繊維、ガラス球、アスベスト、
タルク、カオリン、マイカ、硫酸バリウム、金属酸化物及び金属水酸化物、カーボンブラ
ック、グラファイト、木粉及び他の天然物の粉末又は繊維、合成繊維。
【０２１１】
　１５．分散助剤
　例えば、ポリエチレンオキシドワックス又は鉱油。
【０２１２】
　１６．他の添加剤
　例えば、可塑剤、滑剤、乳化剤、顔料、染料、蛍光増白剤、レオロジー添加剤、触媒、
流れ調整剤、スリップ剤、架橋剤、架橋増進剤、ハロゲン掃去剤、防煙剤、防炎加工剤、
静電防止剤、置換及び非置換ビスベンジリデンソルビトール等の透明剤、２，２’－ｐ－
フェニレン－ビス（３，１－ベンゾオキサジノ－４－オン）等のベンゾオキサジノン紫外
線吸収剤、シアソルブ（登録商標：Ｃｙａｓｏｒｂ）３６３８（ＣＡＳ＃１８６００－５
９－４）、及び発泡剤。
【０２１３】
　上記慣用の添加剤の添加剤機能部分は、本発明に従った式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わさ
れる化合物の適当な添加剤部分である。
【０２１４】
　本発明の式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる本安定剤及び任意の更なる添加剤は、既知
の方法によって、例えば、溶融ブレンド、溶液ブレンド、溶液流延、及び溶液からの吸着
によって、ポリマー状支持体に適用又は配合され得る。
【０２１５】
　例えば、成分（ｉｉ）及び任意の更なる添加剤は、成形の前又は間にポリマー状支持体
中に配合され得るか、もしくは、溶解又は分散した添加剤もしくは添加剤混合物をポリマ
ー支持体へ適用し、その後、任意に溶媒の蒸発を行うことによっても行われる。成分（ｉ
ｉ）及び任意の更なる添加剤はまた、これらの成分を、例えば約２．５重量％ないし２５
重量％の濃度で含むマスターバッチの形態でポリマー状支持体に添加することもできる。
【０２１６】
　例えば、成分（ｉｉ）、任意の更なる添加剤及びポリマー状支持体は、溶媒中のポリマ
ーの濃度が溶媒の約５ないし約５０重量％の範囲になるよう、互いに相溶性の溶媒中に全
て溶解され得る。その後、溶液は、適当な温度で乾燥されて、ポリマー及び添加剤のブレ
ンドを含むキャストフィルムが製造され得る。
【０２１７】
　あるいは、成分（ｉｉ）で表わされる添加剤化合物及び任意の更なる添加剤は、約５な
いし約５０重量％の添加剤濃度を有する溶液を得るために、揮発性溶媒中に前記添加剤を
溶解することによって、ポリマー状支持体中にブレンドされる。その後、溶液はポリマー
と混合され、そして混合物は、乾燥され、それにより添加剤で十分均一に塗布されたポリ
マー粒子を提供する。次に、塗布されたポリマー粒子は、押出機に供給されて、そこで混
合物は溶融ブレンドされそして押出され、ポリマー状支持体及び添加剤を含む押出物が製
造され得る。
【０２１８】
　もしも、液体状ならば、成分（ｉｉ）で表わされる安定剤は、添加剤混合物がポリマー
粒子の表面上に十分に分散されるまで、液体添加剤混合物中でポリマー粒子を攪拌するこ
とによって、直接、ポリマー粒子へ適用され得る。次に、ポリマーは押出機に供給されて
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、添加剤を含むポリマー支持体の押出物が製造され得る。
【０２１９】
　本発明の組成物はまた、成分（ｉｉ）で表わされる安定剤、任意の更なる添加剤及び固
形ポリマー状物質を押出機に供給し、続いて、溶融ブレンドし、そして溶融混合物を押出
すことによっても調製され得る。あるいは、ポリマー状物質及び添加剤は、サーモスタッ
トを備えた容器中、該容器内では成分は溶融状態にあるが、溶融ブレンドされ得、その後
、混合物の冷却が行われる。
【０２２０】
　成分（ｉｉ）及び任意の更なる添加剤はまた、重合の前又は間に、もしくは架橋の前に
も添加され得る。
【０２２１】
　成分（ｉｉ）及び任意の更なる添加剤は、そのままの形態で又はワックス、オイル又は
ポリマー中にカプセル化されて、ポリマー状支持体へ配合され得る。
【０２２２】
　成分（ｉｉ）及び任意の更なる添加剤は、ポリマー支持体上へ噴霧又は塗布もされ得る
。それは、他の添加剤（例えば、上述した慣用の添加剤）又はそれらの溶融液を希釈する
ために使用され得るので、これらの添加剤と一緒にポリマー状支持体へ噴霧又は塗布され
得る。重合触媒の失活の間に噴霧により加えることが、特に有利であり、例えば、失活の
ために使用されたスチームを使用して噴霧を行うことが可能である。
【０２２３】
　球状に重合したポリオレフィンの場合、例えば、成分（ｉｉ）を、所望により、他の添
加剤と一緒に噴霧により適用することは有利で有り得る。
【０２２４】
　好ましくは、成分（ｉｉ）及び任意の更なる添加剤は、成分（ｉ）で表わされるポリマ
ー状支持体へ、溶融ブレンドすることによって配合される。
【０２２５】
　変性された表面特性を有する本発明のポリマー状組成物は、例えば、防曇性、電気状態
の散逸、彩色適性、可染性、印刷適性、湿分の吸上作用、接着性、不混和性ポリマーとの
混和性、生混和性及び生分解性の面において改善された特性を示し得る。
【０２２６】
　成分（ｉ）及び（ｉｉ）を含み、かつ本発明の式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる化合
物の適用又は配合によって利益を得えるあるポリマー状物品又は構造物は、カーペット繊
維、複合繊維、農業用フィルム、不織布カバー素材、自動車の外部バンパーフェーシア、
包装、衛生用品、半浸透性等の膜、透析及び逆浸透性膜等の膜、不相溶ポリマーブレンド
、積層物品及び眼鏡類を含む。
【０２２７】
　成分（ｉ）及び（ｉｉ）を含む好ましい物品は、農業用又は包装フィルム、自動車の外
部部品、不織布又は濾過媒体、半浸透性膜、移植医療装置又は紡織繊維である。
【０２２８】
　式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる本発明の化合物はまた、ポリマー相溶剤としても作
用し得る。即ち、それらは、本来不相溶のポリマーの相溶性ブレンドを形成するのを補助
する。式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる化合物が、添加剤機能部分をポリマーブレンド
における特定の場所に、“位置付ける”（ブレンド全体に均質ではなく、一つのポリマー
中にのみ）ために使用され得ることも予期される。本発明の式（Ｉ）又は式（ＩＩ）で表
わされる化合物の配合によって相溶化され得るポリマーブレンドは、ポリスチレンとポリ
エステルのブレンド、ポリスチレンとポリアミドのブレンド、ポリオレフィンとポリエス
テルのブレンド、及びポリオレフィンとポリアミドのブレンドを含む。
【０２２９】
　本発明の式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる化合物はまた、顔料及び充填剤のための流
れ向上剤及び分散剤としても効果的であり得る。利益を得うる物品は、溶媒及び水性ペイ
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ントを含む。
【０２３０】
　本発明の添加剤は、インクジェット媒体及びインクジェトインク中に、例えば、欧州特
許第１１２０２７９号明細書及び欧州特許第１０３１４３１号明細書及び米国特許第５，
８５５，６５５号明細書、米国特許第５，７８２，９６３号明細書、米国特許第５，１６
５，９７３号明細書、米国特許第５，２１５，５７７号明細書及び米国特許第５，６７０
，２４９号明細書中に開示されたように都合良く使用され、その関連した開示は、文献と
してここに組込まれる。
【０２３１】
　防曇性は、温室での適用において重要である。温室は、成長環境を維持するための熱を
内部に保持するため、寒い期間の間、閉められる必要がある。温室内部に高い湿度を有す
るため、屋根又はカバーの温度が露点又はそれ以下の温度に下がった場合に水が温室の屋
根又はカバーの内部に凝縮する状況が発生する。オレフィン系ポリマーから作られた温室
フィルムは疎水性であり、かつ表面張力が低く、凝縮水の液体粒子への凝集を引き起こす
。水が遊離液体粒子としてフィルムの表面上に凝縮形成される、この好ましくない状態は
、“曇り”として知られる。曇りは日光の透過を妨げ、また、下にある作物に降りて作物
を害することもある。本発明の組成物は、驚くべき防曇性を有する。防曇性はまた、食物
（肉、野菜等）の外装や、又は湿潤性を有する透明フィルム又は非曇りが要求される他の
用途においても重要である。
【０２３２】
　添加剤機能部分を有さない、例えば、米国特許第５，４１８，３０１号明細書及び米国
出願第０９／７７８，１９４号に記載されているような当該技術で既知のハイパーブラン
チ状ポリマーは、本発明の組成物においても有用である。即ち、本発明の式（Ｉ）又は（
ＩＩ）で表わされる化合物と既知のハイパーブランチ状又は樹状ポリマーもしくはコポリ
マーの共－使用である。ここで記載されるような、添加剤機能部分を有さない既知の両親
媒性コポリマー添加剤の共－使用も予期される。
【０２３３】
　本発明はまた、熱、光又は酸化の有害な影響に対して有機物質を安定化するための方法
であって、永久又は表面活性ハイパーブランチ状もしくは樹状安定剤又は永久又は表面活
性両親媒性ポリマー安定剤の少なくとも一つを有機物質の中に配合すること又は有機物質
に適用することからなる方法にも関する。
【０２３４】
　以下の実施例で本発明をより詳細に説明する。それらは、いかなる方法においても本発
明を限定すると解釈されるものではない。本発明は、本発明の意図及び目的から外れない
特定の実施例の、全ての変形及び修正を含むことを言明する。
【実施例】
【０２３５】
実施例１：
【化３６】

１，２，２，６，６－ペンタメチル－ピペリジノ－４－オール（２５．５ｇ、０．１５ｍ
ｏｌ）、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸（４０．２ｇ、０．３０ｍｏｌ
）、ジブチル錫オキシド（０．４０ｇ、０．００１５ｍｏｌ）、及びテトラグリム（６０
．５ｇ、０．２７ｍｏｌ）をディーンスタークトラップ（Ｄｅａｎ　Ｓｔａｒｋ　ｔｒａ
ｐ）を備えた反応フラスコへ添加した。その反応混合物を２０５℃まで加熱して、そして
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４時間この温度で保った。反応塊は冷まされ、そして、重合溶媒の大部分を除去するため
に、多量のヘプタンを添加した。樹脂を３００ｇのメタノールと４００ｇのトルエンの混
合物中に溶解した。メタノールを減圧下において留去し、そしてトルエン及びテトラグリ
ムをデカンテーション分離した。樹脂を、トルエンのデカンテーションと共に、４００ｇ
の熱トルエン（８０℃）で２回抽出した。樹脂を、減圧下において、恒量まで乾燥させた
。ゲル透過クロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定した１２４０の分子量を有する淡黄色の
樹脂状の固体として、表題の化合物を得た（６０．４ｇ）。
【０２３６】
　実施例２：
【化３７】

実施例１の条件に従って、１，２，２，６，６－テトラメチル－ピペリジノ－４－オール
（４７．１ｇ、０．３０ｍｏｌ）、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸（８
０．５ｇ、０．６０ｍｏｌ）、ジブチル錫オキシド（２．２７ｇ、０．００９ｍｏｌ）、
及びテトラグリム（１００．９ｇ、０．４５ｍｏｌ）を反応フラスコへ添加した。ＧＰＣ
で測定した２０６６の分子量を有するオフホワイトの樹脂状の固体として、表題の化合物
を得た（１１５ｇ）。
【０２３７】
　実施例３：
【化３８】

実施例２において得られた樹脂（アミンに基づいて、５ｇ、０．００１２ｍｏｌ）、アセ
トニトリル（５０ｇ、１．２１ｍｏｌ）及び塩化第一鉄（０．４ｇ、０．００２ｍｏｌ）
を反応フラスコへ添加した。これを攪拌した溶液へ、過酸化水素（３．２ｇ、０．０４７
ｍｏｌ）を２時間かけて滴下した。この溶液を一晩かけて、周囲温度で攪拌し、その後、
溶媒を減圧下で蒸留した。固体を減圧下において恒量まで乾燥させた。ＧＰＣで測定した
、１０９６の分子量を有する淡いオレンジ色の樹脂状の固体として、表題の化合物を得た
（５ｇ）。
【０２３８】
　実施例４：
【化３９】
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実施例１の条件に従って、２，６－ジ－第三ブチル－４－（３－ヒドロキシプロピル）－
フェノール（４３．５ｇ、０．１６５ｍｏｌ）、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロ
ピオン酸（４４．２ｇ、０．３３ｍｏｌ）、ジブチル錫オキシド（１．２３ｇ、０．００
５ｍｏｌ）、及びテトラグリム（１００．９ｇ、０．４５ｍｏｌ）を反応フラスコへ添加
した。ＧＰＣで測定した１４６７の分子量を有するオフホワイトの粘稠な液体として、表
題の化合物を得た（７５ｇ）。
【０２３９】
　実施例５：
【化４０】

実施例１の条件に従って、２－ベンゾトリアゾール－２－イル－４－（２－ヒドロキシエ
チル）－フェノール（ＢＺＴ、１０ｇ、０．０３９ｍｏｌ）、２，２－ビス（ヒドロキシ
メチル）プロピオン酸（１０．５ｇ、０．０７８ｍｏｌ）、ジブチル錫オキシド（０．４
０ｇ、０．００１６ｍｏｌ）、及びテトラグリム（２１ｇ、０．０９３ｍｏｌ）を反応フ
ラスコへ添加した。ＧＰＣで測定した１４９６の分子量を有する淡黄色の樹脂状の固体と
して、表題の化合物を得た（６．１ｇ）。
【０２４０】
　比較例１：
【化４１】

実施例１の条件に従って、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸（１２０．７
ｇ、０．９０ｍｏｌ）、ジブチル錫オキシド（２．５０ｇ、０．０１ｍｏｌ）、及びテト
ラグリム（１００．９ｇ、０．０４５ｍｏｌ）を反応フラスコへ添加した。ＧＰＣで測定
した３２５４の分子量を有する白色の樹脂状の固体として、表題の化合物を得た（１１０
ｇ）。
【０２４１】
　実施例６：インクジェット媒体
　無機吸着剤粒子で含浸した樹脂－コート紙（コニカＱＰ写真光沢インクジェト紙，コニ
カ社）を購入した。インク受像層上に、実施例１ないし５及び比較例１で得られた各々の
化合物の０．８ｗｔ％メタノール溶液を、総計６５０ないし７００ｍｇ／ｍ2に達するま
で適用した。紙を周囲温度及び圧力において２４時間乾燥させた。
【０２４２】
　実施例７：インクジェット媒体
　無機吸着剤粒子で含浸した樹脂－コート紙（コニカＱＰ写真光沢インクジェト紙，コニ
カ社）を購入した。インク受像層上に、実施例１ないし５及び比較例１で得られた各々の
化合物の０．８ｗｔ％メタノール溶液を、総計１３００ないし１４００ｍｇ／ｍ2に達す
るまで適用した。紙を周囲温度及び圧力において２４時間乾燥させた。
【０２４３】
　実施例８：インク
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　実施例４及び５の化合物を、例えば、米国特許第５，８５５，６５５号明細書又は米国
特許第５，７８２，９６３号明細書に開示されているようなインク組成物に、各々２ｗｔ
％及び０．５ｗｔ％の濃度で添加した。これらの安定化されたインクから印刷された画像
は、染料退色の減少及び良好な画像耐久性を示す。
【０２４４】
　実施例９：インクジェット媒体
　市販の白色ポリエチレンテレフタレートシートに、欧州特許第１０３１４３１Ａ２号明
細書の実施例１に従って、シリカ及びポリビニルアルコールを塗布した。実施例１の化合
物のメタノール溶液を、総計４００ｍｇ／ｍ2に等しい量、このシートに適用した。この
受像層上に印刷された画像は、染料退色の減少及び良好な画像耐久性を示す。
【０２４５】
　実施例１０：
　市販の白色ポリエチレンテレフタレートシートに、欧州特許第１０３１４３１Ａ２号明
細書の実施例５に従って、アルミナ水和物及びポリビニルアルコールを塗布した。実施例
２の化合物のメタノール溶液を、総計４００ｍｇ／ｍ2に等しい量、このシートに適用し
た。この受像層上に印刷された画像は、染料退色の減少及び良好な画像耐久性を示す。
【０２４６】
　実施例１１：
　アルミナ含有紙シートを、欧州特許第１０３１４３１Ａ２号明細書の実施例８に従って
、調製した。実施例３の化合物のメタノール溶液を、総計６００ｍｇ／ｍ2に等しい量、
このシートに適用した。この受像層上に印刷された画像は、染料退色の減少及び良好な画
像耐久性を示す。
【０２４７】
　実施例１２：
　シリカ含有紙シートを、米国特許第５，１６５，９７３号明細書に従って、調製した。
実施例４の化合物のメタノール溶液を、総計７００ｍｇ／ｍ2に等しい量、このシートに
適用した。この受像層上に印刷された画像は、染料退色の減少及び良好な画像耐久性を示
す。
【０２４８】
　実施例１３：
　試験柄（緑がかった青色、紫紅色、黄色）を、別々に、実施例６及び７で調製したシー
ト上に、ヒューレット　パッカード　デスクジェット９７０Ｃｘｉプリンター（Ｈｅｗｌ
ｅｔｔ　Ｐａｃｋａｒｄ　ＤｅｓｋＪｅｔ９７０Ｃｘｉ　ｐｒｉｎｔｅｒ）を用いて印刷
した。得られたプリントを周囲温度及び圧力において２４時間乾燥させた。曝露前及び後
の色彩濃度（Ｃｏｌｏｒ　ｄｅｎｓｉｔｉｅｓ）及びＣＩＥＬ*ａ*ｂ座標（ＣＩＥＬ*ａ*

ｂ　ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅｓ）を、Ｘ－ライト９３８分光濃度計（Ｘ－Ｒｉｔｅ　９３８
　Ｓｐｅｃｔｒｏｄｅｎｓｉｔｏｍｅｔｅｒ）を用いて測定した。曝露は、通常の事務所
の蛍光灯を用いて行った。
【０２４９】
　実施例１４：
　ジメチロールプロピオン酸と式８）
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【化４２】

で表わされるヒドロキシフェニルベンゾトリアゾールの混合物を反応させ、ベンゾトリア
ゾール部分で停止されたハイパーブランチ状ポリエステルを形成させた。
【０２５０】
　実施例１５：
　式８）で表わされるベンゾトリアゾールを、以下の添加剤化合物１）、２）、４）、６
）、７）、９）、１０）及び１１）

【化４３】
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【化４４】

【化４５】
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に置換して、実施例１４を再度行った。
　式１）及び２）で表わされる化合物は、米国特許第５，４１８，３０１号明細書におい
て定義されるような２つの異なる反応部位から、開始剤として作用する。
式４）、９）、１０）及び１１）で表わされる化合物は、開始剤として作用する。式６）
及び７）で表わされる化合物は、連鎖停止剤として作用する。添加剤部分は、ハイパーブ
ランチ状ポリエステルに結合される。
【０２５１】
　実施例１６：
　式８）で表わされる化合物を、式８）で表わされる化合物と次式
【化４６】

の化合物の混合物に置換して、実施例１４を再度行った。
　形成されたハイパーブランチ状ポリエステル中において、米国特許第５，４１８，３０
１号明細書において定義されたように、式８）で表わされる化合物は連鎖停止剤であり、
そして式１２）で表わされる化合物は開始剤である。
【０２５２】
　実施例１７：
　ステアリン酸、イソステアリン酸、ミリスチン酸及びベヘン酸から選択された更なる親
油性成分を添加して、実施例１４ないし１６を再度行った。これらの親油性成分は更に、
米国出願第０９／７７８，１９４号において定義されたような、親油性停止基として（か
又は米国特許第５，４１８，３０１号明細書において定義されたような連鎖停止剤として
）、ハイパーブランチ状ポリエステルの一部である。
【０２５３】
　実施例１８：
　ポリ（エチレングリコール）（ＰＥＧ）及びポリ（エチレングリコール）モノメチルエ
ーテル（ＭＰＥＧ）から選択された更なる親水性成分を用いて、実施例１４ないし１７を
再度行った。これらの親水性成分は更に、米国出願第０９／７７８，１９４号において定
義されたように、ハイパーブランチ状ポリエステルの一部である。ＰＥＧを用いた場合、
使用される添加剤は、式６）、７）及び／又は８）で表わされるものである。
【０２５４】
　実施例１９：
　アトマー（登録商標：Ａｔｍｅｒ）５０２を、式８）で表わされるベンゾトリアゾール
と反応させ、生成物を形成させた。
【化４７】

【０２５５】
　実施例２０：
　アトマー（登録商標：Ａｔｍｅｒ）５０２を、ユニトックス（登録商標：ＵｎｉｔＨｏ
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ｘ）４２０に置換して、実施例１９を再度行った。
【０２５６】
　実施例２１：
　式８）で表わされるベンゾトリアゾールを、式６）及び式７）で表わされるベンゾトリ
アゾールに置換して、実施例１９及び実施例２０を再度行った。
【０２５７】
　実施例２２：圧縮成形ＬＤＰＥプラックの接触角測定
　低密度ポリエチレン（ダウ　ケミカル　ＬＤＰＥ６４０Ｉ）中に圧縮成形された前記の
実施例のコポリマー添加剤の１０ミルプラックを以下のように調整した。添加剤及び支持
体は、二軸押出機中で溶融配合することによって初めにブレンドされる。ブレンドのプラ
ックは、４００°Ｆにおいて、鋼板で圧縮成形することによって作られる。
【０２５８】
　圧縮成形プラックの水の後退接触角を、クラウスＫ１２動的（ダイナミック)接触角張
力測定計（Ｋｒｕｓｓ　Ｋ１２　ｄｙｎａｍｉｃ　ｃｏｎｔａｃｔ　ａｎｇｌｅ　ｔｅｎ
ｓｉｏｍｅｔｅｒ）を用いて測定した。しばしば、ウィルヘルミー　プレート技術（Ｗｉ
ｌＨｅｌｍｙ　ｐｌａｔ　ｔｅｃＨｎｉｑｕｅ）として引用されるこの方法は、固体を最
初に浸漬し、その後、回収することによって液体（通常は水）による固体の湿潤力を測定
する。続いて、この湿潤力を、後退（回収）接触角へ変換する。後退接触角が物質の親水
性の尺度であることは、当業者によって一般的に受け入れられている。
【０２５９】
　プラックの後退角を、圧縮成形後、直ちに測定した。それらを、水で湿らせたペーパー
タオルで５回こすり、そして再び後退角を測定した。プラックは、相対湿度３０ないし４
０％、７０°Ｆで保管した。プラックの後退角を、３０日間に渡り観察した。こする前と
後の後退角の比較によって、添加剤の直後永続性及び比較的変性強度の質的な測定を行え
、一方、３０日間の観察研究により、添加剤の比較的長期間の永続性が考案される。後退
角の値が小さければ小さいほど、ＬＤＰＥプラックの表面エネルギーは大きくなる。
【０２６０】
　本発明の添加剤は、ポリエチレンの表面エネルギーを増加することに対して効果的であ
る。本発明の化合物は、現在の技術の典型的化合物より、より大きくＬＤＰＥの表面エネ
ルギーを増加させ、及び／又はそれらは、支持体中でより永続性がある。プラックはまた
、熱、湿分及び光に対する良好な安定性を示す。
【０２６１】
　実施例２３：ＬＤＰＥ吹込フィルムの接触角測定
　実施例２２をＬＤＰＥ吹込フィルムで繰返した場合、後退、静止又は前進接触角によっ
て測定されたように、本発明の化合物は、当該技術の典型的化合物より、より大きくＬＤ
ＰＥの表面エネルギーを増加させ、及び／又はそれらは、後退角、静止角又は前進接触角
によって測定されたように、支持体中でより永続性がある。プラックはまた、熱、湿分及
び光に対する良好な安定性を示す。
【０２６２】
　実施例２４：ポリプロピレン繊維の可染性
　繊維用銘柄ポリプロピレン、モンテル　プロファックス　６３０１（Ｍｏｎｔｅｌｌ　
ＰＲＯＦＡＸ　６３０１）及び適当量の前記実施例の本発明の添加剤をターブラ（ＴＵＲ
ＢＵＬＡ）ミキサー上で１５分間混合した。ブレンド混合物をスペリアー　エムピーエム
（ＳＵＰＥＲＩＯＲ　ＭＰＭ)一軸スクリュー実験室用押出機へ、２１８、２３２、２４
６及び２４６℃、スクリュー速度８０ｒｐｍにおいて添加した。添加剤を有する溶融ポリ
プロピレンは円形ダイを出ていき、水トラフ中で冷却され、コンエアージェトロ（ＣＯＮ
ＡＩＲ　ＪＥＴＲＯ）ペレタイザー中へ供給される。配合ペレットは、４１個の孔の三角
紡糸口金を有するヒルズ　ラボ　繊維押出機（ＨＩＬＬＳ　ＬＡＢ　ＦＩＢＥＲ　ＥＸＴ
ＲＵＤＥＲ）中へ２３２、２４６、２６０及び２７４℃において供給される。７５０ｐｓ
ｉの定常圧が、フィードバックループを通してスクリュー速度を制御する。供給、延伸及
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び緩和ロールは８０及び１００℃であり、そして分当り１２０、４００及び３８３メート
ル回転する。繊維は、供給ロールの直前に６％水性繊維仕上げ溶液と接触させられる。こ
の溶液はゴウルストン工業（Ｇｏｕｌｓｔｏｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ）社製のルロール
ＰＰ－４５２１（ＬＵＲＯＬ　ＰＰ－４５２１）である。ラインの末端においてリーソナ
（ＬＥＥＳＯＮＡ）ワインダーがスプール上へ繊維を収集する。フィラメント当りの最終
デニールは、１５である。収集された繊維は、スプールから取外され、ローソンヘムフィ
ルＦＡＫ（ＬＡＷＳＯＮ　ＨＥＭＰＨＩＬＬ　ＦＡＫ）サンプラー編み機を用いて編まれ
、ソックスとされた。
【０２６３】
　染料溶液は、別々の容器中で、蒸留水中１．０ｇ／Ｌで調製される。分散染料のために
は、６３ないし８５℃へ水を加熱し、続いて水を添加することによって行った。酸性の染
料溶液は、水を８５ないし１００℃へ加熱することによって調製した。均染剤（ｌｅｖｅ
ｌｅｒ）、滑剤、及びｐＨ制御化学薬品は室温において１０％ｗ／ｗのレベルで調製され
る。
【０２６４】
　ローチェス（ＲＯＡＣＨＥＳ）プログラム可能染浴は以下の条件に設定される。

ＰＰのための分散染料：９８℃まで分当り３．５℃温度上昇し、６０分間、９８℃におい
て維持され、続いて分当り５．５℃の最大冷却率において冷却される。

ＰＰのための酸性染料：９８℃まで分当り３．５℃温度上昇し、３０分間、９８℃におい
て維持され、続いて分当り５．５℃の最大冷却率において冷却される。
【０２６５】
　適当量の溶液（染料溶液表参照）をスチール製の５００ｍＬシリンダーへ５．０ｇ重量
のソックスに基づいて添加した。ソックスに洗濯札を結びつけ、シリンダー中に置いた。
シリンダーを蒸留水で満たした。ｐＨを調べ、かつｐＨは分散染色のために４ないし５、
そして酸性染色のために６ないし６．５であるべきである。最終的に、シリンダーを密封
し、染浴中へ置き、そしてサイクルを開始した。染料サイクルが完了した後、ソックスを
シリンダーから取り出し、水道水ですすいだ。過剰な水を遠心分離によってソックスから
除去し、そして強制空気炉中で、１００℃において１５分間乾燥させた。
【０２６６】
　ソックスの明度及び暗度（Ｌ）をデータカラー分光光度計ＳＦ６００（Ｄａｔａｃｏｌ
ｏｒ　ＳｐｅｃｔｒｏｐＨｏｔｏｍｅｔｅｒ　ＳＦ６００）上で測定した。Ｌは０（暗い
）から１００（明るい）のスケールでの、明るさ及び暗さの測定値である。装置条件は、
ＣＩＥ　ｌａｂ、Ｄ６５、１０度、ＳＣＩ、ＳＡＶ、ＵＶ４００－７００である。より低
いＬの値が改善された可染性を示す。
                                   染料溶液
                 分散染料                        　 繊維における重量％          
     　　イエロー（Ｙｅｌｌｏｗ）Ｋ－ＧＬ                     ０.５
    レッド（Ｒｅｄ）Ｋ－ＢＢ　　　　　　　　 　　        ０.５
    ブルー（Ｂｌｕｅ）Ｋ－ＲＢ　　　　　　　　           １.０
    ユニバダイン（ＵＮＩＶＡＤＩＮＥ）ＤＩＦ             ２.０
    チバフルイド（ＣＩＢＡＦＬＵＩＤ）ＵＡ               １.０
    酢酸                                                 ０.５
　配合物は、ポリプロピレンの重量に基づいて本発明の添加剤を５重量％含む。
【０２６７】
　本発明の添加剤を含む配合物は、添加剤を含まないソックスと比較してポリプロピレン
ソックスに改善された可染性を与える。ソックスはまた、熱、湿分及び光の影響に対する
優れた安定性も示す。
【０２６８】
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　摩擦色落ち試験法はこすることによって、染色製品の表面から他の表面へ移動し得る色
の程度で測定された。このような染料移動は望ましくない。試験は、乾燥及び湿潤した白
色の試験布の両方を、摩擦試験機を通して染色製品に対し横切らせる特定の摩擦作業が必
要とされる。布は次にグレースケールによって評価された。グレースケールは、５単位ス
ケール（１－５＠０．５分割）であり、５がごくわずかな染料移動を示す。
【０２６９】
　ポリプロピレン（ＰＰ）の可染性を促進するために効果的な添加剤として認められるた
めに、添加剤を含むソックスはポリエステル（ＰＥＴ）コントロールで予期され得るよう
な暗い色合いに染色され、摩擦色落ち試験により評価した場合、染料移動を全く示さない
か、又はごくわずかしか示さず、かつ物理的性質の損失も見られない。
【０２７０】
　本発明の両親媒性ブロックコポリマーを含むソックスはまた、低いＬ値及び許容できる
湿潤及び乾燥摩擦色落ち値によって証明されるように優れた可染性を示す。
【０２７１】
　実施例２５：ＬＤＰＥ吹込フィルムの防曇性
　前記実施例の添加剤を、２．０ｄｇ／ｍｉｎのメルトインデックス、及びポリマーの重
量に基づいて、１０重量％で、０．９９２ｇ／ｍＬの密度を有する低密度ポリエチレンに
添加し、そして混合物を、ブラベンダー中でブレンドした。ポリマーの溶融温度は、１５
０℃ないし１７０℃である。ポリマー混合物をペレット化し、マスターバッチを得た。マ
スターバッチのグラニュールを、１：９の重量比で低密度ポリエチレンのグラニュールと
タンブルブレンドした（結果として、低密度ポリエチレンポリマー中の防曇剤の濃度は１
０，０００ｐｐｍになる。）。約７５マイクロメーターの厚さを有するフィルムを、約２
１０℃の溶融温度で、筒状吹込みフィルム作成ライン上で製造した。
【０２７２】
　防曇試験方法は、フィルム表面の冷たい（４℃）及び熱い（６０℃）温度条件下での湿
分への曝露後の防曇性維持能力を試験した。
【０２７３】
　冷－曇試験においては、２００ｍＬの水を２５０ｍＬのビーカーに入れ、そして試験フ
ィルムを、開口部全体を覆うようビーカー上に置いた。その後、ビーカーを４℃に温度制
御されたキャビネット中に置いた。防曇性の評価は、予め決めていた時間間隔において、
７日間行った。
【０２７４】
　熱－曇試験においては、５０ｍＬの水を２５０ｍＬのビーカーに入れ、そして試験フィ
ルムを、開口部全体を覆うようビーカー上に置いた。その後、ビーカーを６０℃の水を満
たした槽中に置いた。防曇性の評価は、予め決めていた時間間隔において、３時間行った
。
【０２７５】
　防曇等級は以下の通りである：
　高い曇り：　　　　　　１
　中位の曇り：　　　　　２
　部分的な曇り：　　　　３
　少数の大きな滴：　　　４
　曇ってない、滴なし：　５
【０２７６】
　本発明の添加剤を含むポリエチレンフィルムは、界面活性剤添加剤を有さず、アトマー
（登録商標：Ａｔｍｅｒ）１０３のような最新の添加剤を有するフィルムと比べて、驚く
べき防曇性を有する。フィルムはまた、熱、湿分及び光に対する優れた安定性も示す。
【０２７７】
　実施例２６：
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【化４８】

　実施例１の条件に従って、チヌビン（登録商標：Ｔｉｎｕｖｉｎ）３２８（７０．３ｇ
、０．２０ｍｏｌ）、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸（５３．７ｇ、０
．４０ｍｏｌ）、ジブチル錫オキシド（１．５０ｇ、０．００６ｍｏｌ）、及びテトラグ
リム（１００．９ｇ、０．４５ｍｏｌ）を反応フラスコへ添加した。ＧＰＣで測定した１
３３２の分子量を有する淡黄色の樹脂状の固体として、ベンゾトリアゾール機能化ハイパ
ーブランチ状ポリマーを得た（１１５ｇ）。
【０２７８】
　実施例２７：極性媒体における溶解性
　チヌビン（登録商標：Ｔｉｎｕｖｉｎ）３２８に対する実施例２６の化合物の溶解性を
、周囲温度においてメタノール中で測定した。以下のデータから、この種の親水性デンド
リマーを含む組成物は、極性媒体において、改善された溶解性を有する。

化合物                  　　　　　　メタノール中の溶解性（ｗｔ％）
チヌビン３２８　　　　　　　　　　　　　　０．６
（登録商標：Ｔｉｎｕｖｉｎ）
実施例２６　　　　　　　　　　　　　　　　５７　                    
【０２７９】
　実施例２８：印刷物品の色変化
　実施例６及び１３の印刷物品における色の変化（ΔＥ）を、しかるべく測定した。以下
のデータは、本発明の化合物が、記録媒体中に配合された場合、染料の退色を減少させる
のに有用であることを示している。

蛍光灯曝露の２週間後の、１００％の印刷濃度における緑がかった青色のΔＥ：

　化合物                                     ΔＥ

ブランク（添加剤なし）　　　　　　　　　   ３．６３
実施例３                                   ２．５１
実施例４                                   ２．１７
実施例２                                   ２．１２
実施例１                                   １．９４

蛍光灯曝露の２週間後の、１００％の印刷濃度における紫紅色のΔＥ：

化合物                                       ΔＥ

ブランク（添加剤なし）                     ７．１０
実施例２                                   ４．５２
実施例３                                   ４．４２
実施例４                                   ４．１４
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蛍光灯曝露の２週間後の、１００％の印刷濃度における黄色のΔＥ：

化合物                                      ΔＥ
ブランク（添加剤なし）                     １．７９
実施例１                                   １．３２

蛍光灯曝露の２週間後の、５０％の印刷濃度における緑がかった青色のΔＥ：
化合物                                       ΔＥ
ブランク（添加剤なし）                     ２．７６
実施例３                                   ２．４０
実施例２                                   ２．１９
実施例１                                   １．９２

蛍光灯曝露の２週間後の、５０％の印刷濃度における紫紅色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（メタノールのみ）                 ６．９４
比較例１                                   ５．７３
実施例４                                   ４．４４
実施例３                                   ４．３７
実施例２                                   ４．０５

蛍光灯曝露の２週間後の、５０％の印刷濃度における黄色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（添加剤なし）                     ３．０２
実施例３                                   ２．４６
実施例２                                   ２．３８
実施例１                                   ２．１４
実施例 ４                                  １．９５
暗がりで２週間後の、１００％の印刷濃度における緑がかった青色のΔＥ：

化合物                                      ΔＥ
ブランク（添加剤なし）                     ２．３５
実施例１                                   １．７３
実施例２                                   １．３３
実施例３                                   １．０５
【０２８０】
　実施例２９：印刷物品の色変化
　実施例７及び１３の印刷物品における色の変化（ΔＥ）を、しかるべく測定した。以下
のデータは、本発明の化合物が、記録媒体中に配合された場合、染料の退色を減少させる
のに有用であることを示している。

蛍光灯曝露の２週間後の、１００％の印刷濃度における緑がかった青色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（メタノールのみ）                 ３．３１
実施例４                                   ２．８２
実施例３                                   ２．０２
実施例２５                                 １．７２
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実施例２                                   １．４２
実施例１                                   １．１４

蛍光灯曝露の２週間後の、１００％の印刷濃度における黄色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（メタノールのみ）                 ２．３３
実施例３                                   １．７１
実施例２                                   １．５８
実施例１                                   ０．７６
実施例４                                   ０．５８

蛍光灯曝露の２週間後の、５０％の印刷濃度における緑がかった青色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（メタノールのみ）                 ２．６５
実施例３                                   １．３９
実施例２                                   １．３３
実施例１                                   １．０４

蛍光灯曝露の２週間後の、５０％の印刷濃度における紫紅色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（添加剤なし）                     ７．５０
実施例４                                   ３．７５
実施例１                                   ２．６３
実施例２                                   ２．４４

蛍光灯曝露の２週間後の、５０％の印刷濃度における黄色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（メタノールのみ）                 ２．７５
比較例１                                   ２．０６
実施例２５                                 １．５９
実施例１                                   １．４２
実施例４                                   １．００

暗がりで２週間後の、１００％の印刷濃度における紫紅色のΔＥ：
化合物                                      ΔＥ
ブランク（メタノールのみ）                 １．２０
実施例１                                   ０．７９
実施例２                                   ０．６２
実施例３                                   ０．４２

蛍光灯曝露の２週間後の、ブランク物品（印刷なし）のΔＥ
化合物                                      ΔＥ
ブランク（添加剤なし）                     ０．９５
実施例１                                   ０．２１
【０２８１】
　実施例３０：印刷物品の色変化
　実施例６、７及び１３の印刷物品における色の変化（ΔＥ）を、しかるべく測定した。
以下のデータは、本発明の化合物が、記録媒体中に配合された場合、染料の退色を減少さ
せるのに有用であることを示している。
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蛍光灯曝露の２週間後の、１００％の印刷濃度における紫紅色のΔＥ：
化合物                                                ΔＥ
ブランク（メタノールのみ）                            ６．６０
実施例１(６５０ないし７００ｍｇ添加剤／ｍ2)     　　　４．８１
実施例１(１３００ないし１４００ｍｇ添加剤／ｍ2) 　　　２．５３

                                                                        



(63) JP 4288466 B2 2009.7.1

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ０９Ｋ  15/30     (2006.01)           Ｃ０９Ｋ  15/30    　　　　          　　　　　
   Ｃ０８Ｌ 101/02     (2006.01)           Ｃ０８Ｌ 101/02    　　　　          　　　　　

(72)発明者  マクナマラ，ジョン，ジェームス
            アメリカ合衆国　ニューヨーク州　１０５７９　パットナム　バレー　ウェスト　ショアー　ドラ
            イブ　４５
(72)発明者  ウッド，マービン，ゲイル
            アメリカ合衆国　ニューヨーク州　１２５７０　ポウグアング　ライム　リッジ　ロード　１４７
(72)発明者  ドン，イン
            アメリカ合衆国　ニューヨーク州　１０５９１　タリータウン　クレセント　ドライブ　１８１８

    審査官  守安　智

(56)参考文献  特表２０００－５０９７６３（ＪＰ，Ａ）
              特表２０００－５０１１３３（ＪＰ，Ａ）
              特開２０００－２５６１８３（ＪＰ，Ａ）
              特開２０００－０８６４９２（ＪＰ，Ａ）
              国際公開第０１／０４８０５７（ＷＯ，Ａ１）
              特開昭６１－１１８４３７（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              C08G  63/00-91
              C08L 101/00-16


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

